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今回の訪問調査の概要と課題 

 

濱名 篤（関西国際大学） 

 

 これまで本研究プロジェクトでは、2 度にわたり学科長調査を実施し、大

学教育の現場において、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、

アドミッション・ポリシーの 3 つのポリシーにアセスメント・ポリシーも加

えた教学マネジメントの方針に基づき、組織的に教育改革が行われ、大学教

育の質保証のメカニズムが機能しているのかについて分析・研究を続けてき

た。 

 こうした質問紙調査を用いた研究に並行してメンバー間で議論を進める中

で、実際の個別大学の事例を現場への訪問調査によって、改革状況や質保証

の具体的メカニズムを実感することができるのではないか、こうした事例の

紹介が他の私大関係者にとっても有用ではないかと考えるようになった。 

今回の対象校選定にあたっては、メンバーを地区割りし、WEB ページや、

そこに掲載された自己評価報告書や認証評価の結果をもとに、3 つのポリシ

ー、教育内容や教育方法の改革、評価などの側面で組織的に取り組んでいる

と思われる私立大学を、定員規模別に選定し、協力が得られた大学を訪問調

査した。従って、対象校は私立大学の中で大学教育改革に前向きに取り組ん

でいると思われる大学ではあるが、極力地域や属性の偏りを抑制して選び、

その上で本調査の趣旨を理解し協力を快諾して頂いた大学となっている。実

際の訪問調査にはメンバーが 2 名でチームを組み、事前に調査項目の概要を

お伝えしたうえで、教学マネジメントの現状を語って頂く立場の学長、学科

長等に対応を依頼した。 

教育改革の現状は、当然のこととはいえ、それぞれの大学の事情を反映し

て多様であり、容易に一般化はできない。3 つのポリシーの整備状況には大

学によって違いが大きく、組織的に決定されたケースもトップダウンに近い

形で決定されたものもあり、明確で Can-Do 式に近いディプロマ・ポリシー

から、伝統的な表現から見直されていないものもある。3 つのポリシーの普

及・定着はまだまだの状況にあるが、これらの設定を契機にして教学マネジ

メントを推進しようとしている大学が多かった。 

大学教育の改革が進んでいる大学をみると、その推進力となっているのは

トップのリーダーシップというケースが多いが、民主的にボトムアップ式に

改革を進めているケースも見られる。特に、改革を始める段階ですぐれたリ
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ーダーの存在は効果があるケースが目につくが、そのような仕組みを普及・

定着していくためには、教育改革実行会議や中央教育審議会で取り上げられ

た学長の強い権限よりも、むしろ組織的にどのように現状や課題についての

認識を共有していくかが鍵となっている例が目についた。改革先進大学の秘

訣のひとつは組織としての“機動性”であるケースが少なくない。意思決定

や実際の教育活動について、社会的変化を見据えてスピード感をもって実施

できるかが重要な要因のひとつとなっている。これを促進するのが、情報共

有のための情報の可視化となっているといえよう。意思決定を速やかに行え

るか否かは重要な要因になっているといえよう。 

大学の特徴は宗教系と非宗教系、地域との関係の違い、規模などによって

違いがあるが、改革を進める上では、自らの組織特性や活用できる資源を見

定めて、その活用を具体的に図る実践することを、組織文化として共有して

いくことが有効であることが伺える。 

実際の教学マネジメントに基づく教育活動の改革はどの程度進んでいたの

だろうか。単位の実質化をはじめとして個々の授業レベルで組織的に質保証

に取り組んでいる大学としては、酪農学園大学の基礎演習や玉川大学のユニ

バーシティ・スタンダード科目が代表的といえるが、決して多くの大学がそ

のようになっているとはいえない段階にとどまっている。ディプロマ・ポリ

シーやカリキュラム・ポリシーが具体的な教育内容の組織的改革に直結して

いる例は多いとは言えない。 

教学マネジメントの中で最も改革が進んでいないのは、評価に関する領域

であるといっていい。アセスメントと有機的に結びついて改革が進んでいる

教学マネジメントの例はほとんどみられないといっても過言ではない。 

ディプロマ・ポリシーやカリキュラム・ポリシーが作成されたにせよ、そ

れらの目標を達成してできているのか、あるいは十分達成できていないのか

という評価の尺度や評価測定する方法が未確立であるとすれば、PDCA とい

ったサイクルが十分機能することは期待できず、外部評価を導入するにして

も学生の満足度や授業評価といった主観的側面の強い尺度に頼らざるを得ず、

学修成果を客観的にとらえ、可視化していくことは困難である。また、評価

の焦点が何にあてられているのかによって評価の方法が異なってくる点につ

いても、実態として実現できている例はほとんどないといっていい。個々の

学生の成長を形成的評価と総括的評価の両側面からとらえるというアプロー

チもあれば、個別科目がシラバスに明記された学修目標を達成できているこ

とを確認したいのか、科目担当者が大学・学部・学科の学修目標の達成にど
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のように寄与しているのか、学部・学科の教育目標が実際にどの程度達成で

きているのか、あるいは全学の教学マネジメントがどの程度改善されている

のか、といった評価したい課題によって評価の在り方は大きく違ってくる。 

中央教育審議会の質的転換答申（2012）に指摘された「アセスメント・ポ

リシー」の重要性は、まだまだ定着しているとは到底いえないのが現状であ

る。あるいは、教学マネジメントの重要性も含め、答申が出されただけでは

私立大学関係者に理解され、各大学の特色にあった形で容易に定着していく

のではないことを危惧させる。各大学は自らの課題を見出し、改革・改善を

めざしていることは本調査の結果からも十分伺えた。 

しかし、本研究所のように私立大学の現状を理解し改革を支援する専門機

関の整備が十分ではない我が国において、私立大学が直面する課題がより多

様で困難さを増す中で、教学マネジメントの充実による高等教育の質保証を

実現していくことは、一層困難になりつつあるのかもしれない。 
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PDCA サイクルを通じた 

大学ボトム・ミドル・トップ層への教学支援制度 

─京都産業大学の事例─ 

 

吉田武大（関西国際大学）  

塚原修一（関西国際大学）  

 

１．本事例の位置づけ  

京都産業大学は、1965 年に創設され、2015 年には創立 50 周年を迎える。

創設当初は理学部及び経済学部の 2 学部体制であったが、現在では、新設の

総合生命科学部を含めて 9 学部 9 研究科から成る総合大学へと発展している。

学生数は大学院生も含めて約 1 万 3200 名程度である。  

荒木俊馬初代学長は人材育成と産学連携を当初から念頭に置いて、建学の

精神を、将来の社会を担って立つ人材の育成とさだめた。1960～80 年代は

就職率が好調であったこともあり、以降、就職に強い大学として認知され、

また、明るく前向きな卒業生が社会でも活躍していることで、社会的な評価

は極めて高い。こうした評価の背景には、創設以来、キャリア教育など充実

した指導体制を構築し、細やかで手厚く充実した大学教育が展開されている

ことが大きい。 

 このように、総合大学でありながら充実した教育を実施している京都産業

大学ではどのような教学マネジメントが行われているのか、黒坂光総合生命

科学部長、耳野健二法学部教授・学長特命補佐、佐藤賢一総合生命科学部教

授・教育支援研究開発センター副センター長、そして学長室の山内尚子氏に

お話をうかがった。  

 

２．教育の特色  

耳野健二法学部教授・学長特命補佐からは、京都産業大学は創立 50 年に

満たない中で、他大学と比してさまざまな側面で教職協働が数多く取り入れ

られているなど、いわば“風土”とでも呼ぶべき京都産業大学に独特の環境が

醸成されていることが挙げられた。このような環境の形成は、黒坂光総合生

命科学部長によれば、2005 年に設置されたグランドデザインの策定が 1 つ

の契機となったとのことである。そこでは、教員と事務職員が対等の立場で

大学の将来を真剣に考え、意見を交換し、さまざまなアイデアを出しあった。

なお、事務職員の約 6 割が京都産業大学出身者を占めていることから、母校

愛の強い事務職員の多さが教職協働をいっそう促進しているようである。 

このような“風土”のもと、キャリア教育は、共通教育推進機構の下に置か
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れているキャリア教育研究開発センターを中心とした体制のもとで実施され

ている。京都産業大学は創立当初より産学連携をうたい、また学生の就職支

援に非常に力を入れてきた大学である。このような歴史的経緯が、キャリア

教育の類を見ない充実にも現れている。例えば、初年次段階では、キャリア

教育の一環として「自己発見と大学生活」が開講されている。この科目はほ

とんどの新入生が「履修したい」と希望する科目であり、実際、1 年生約 3000

人のうち、約 2700 人が履修しており、学生から極めて高い評価を得ている。

そこには、上級生や職員がファシリテーターとして参加していることも影響

しているようである。  

こういったキャリア教育を実施していく上で、社会との連携は重要である。

京都産業大学では、京都・大阪・東京等のホテル会場において、経済界と京

都産業大学の教職員が定期的に懇談会（教学センター・進路センター主催）

を実施し、交流を図っている。むろん、交流を図っているのは経済界に対し

てのみではない。保護者とも活発に交流がなされている。そこにおいては、

学生の成績表を送付するといったことにとどまらず、「知識の発信」をコンセ

プトに、保護者・卒業生・一般を対象とした交流行事を「京都産業大学 DAY」

と称し、各地方会場で行っている。ここでは、教職員と保護者が個々の学生

についてさまざまな問題を話し合うこともなされており、手厚い学習指導体

制の一部を形作ることになっている。さらには、こういった交流の一環とし

て、キャリア教育に関する学生の発表会に保護者を招待する取り組みも実施

されている。  

 

３．教学部門の組織体制  

大学教育の推進に関する組織としては、教学センターがその中心を占める。

全学の教務委員会の運営をはじめとして、いわゆる教務関係の業務をこの部

署が一手に所管している。多岐にわたるその特色のなかからまず挙げるべき

は、「学びのポートフォリオ」の活用である。この「学びのポートフォリオ」

は、個々の学生の基礎データや学習履歴を包括的に集約したデータベースで

あり、個人情報保護を徹底しながらこれを活用することで、個々の学生に対

する親身な学修指導を行うに至っている。 

以上に対して、教育活動をさまざまな面から支援・促進するための組織が、

教育支援研究開発センターである。同センターでは、センター長として副学

長が充てられ、全学的なガバナンスを発揮しつつ、PDCA サイクルの中で、

学内のトップ層（学内全体）、ミドル層（学部 /部署）、ボトム層（各現場）の

自律的な取り組みに対する支援を行っている。同センターは、3 つの階層構

造をなす組織体から成っている。第 1 に、担当の副学長を議長として開催さ
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れる教育支援研究開発センター運営委員会がある。これは、教育の質向上に

関する全学的な方針の策定及び総合的推進を行う組織である。第 2 に、教育

支援研究開発センター会議がある。これは、上記運営委員会の方針に基づき、

教育の質向上に向けた取り組みの企画・立案等を担当する組織である。第 3

に、これら企画・立案された政策を学部と調整しながら実際に実施する組織

として 3 つのワーキンググループが設置されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 教育支援研究センター組織図（大学 HP より） 

 

このように、教学センターの業務を中心としつつ、教育支援研究開発セン

ターが PDCA サイクルの中で学内のあらゆる自律的な取り組みを積極的に

支援することで、きめ細かく充実した教育が実現している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 教育・学習支援施策全体図（大学 HP より） 
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教学部門に関する各組織長の選出方法や任期のうち、学長の場合、荒木俊

馬初代学長（任期 1965～1978 年）、柏祐賢学長（任期 1978～1996 年）まで

は、理事会で決定していた。それ以降は 2 段階投票制で選出されている。最

初に、理事や学部長、役職事務職員から構成される、候補者に関する選考委

員会が設置され、その上で、専任教員と専任職員による投票が行われる。第

1 期目の任期は 4 年間で、再選時の任期は 2 年間であり、2 回の再選が可能

となっている。従って、最長で 8 年間は学長を務めることが可能となってい

る。 

学部長の場合、学部によって若干の違いはあるが、専任教員が投票を行い、

上位 2 名を候補者として絞り込む。そしてその中から、学長が 1 名を学部長

として任命する。任期については 2 年間となっている。この点、学部教授会

の意向を尊重しつつも、学長によるトップダウンの人事が可能となる制度が

設けられている点に特色を見ることができる。 

 

４．教育改善の実際  

全学・学部・学科の各レベルの現状のうち、全学レベルの 3 つのポリシー

は、部局長会の承認を経て常任理事会で決定されることになっている。学部

レベルでは、3 つのポリシー作成に当たって、教育支援研究開発センターが

全学部を対象とする研修会を開き、準備を支援する役割を果たした。これを

受けて、各学部がポリシーを独自に作成し、今後は PDCA サイクルに基づく

検証を行うなど、さらなる充実を図り教育改善に活かすことになっている。 

この他に、教育改善や質保証を支えるヒト・モノの調達方法は次の通りで

ある。ヒトについて、教育支援研究開発センターが全学レベルの FD（ファ

カルティディベロップメント）をマネジメントしている。そして、ここでも

京都産業大学の特色の一つである教職協働の効果がいかんなく発揮されてい

る。すなわち、FD を担う部署である教育支援研究開発センターでは、修士

号をもつ専任職員や高度な専門的技能をもつ嘱託職員が配置されている。FD

関連の施策を実施するにあたっては、これらの職員が学内の教員と緊密に協

働することで、その実効性を確保しているのである。  

モノについては、約 1000 平方メートルに及ぶラーニングコモンズが 2013

年 11 月に竣工し、仮オープンの形で既に実地運用が行われている。2014 年

4 月には正式にオープンの予定である。このラーニングコモンズは、主にグ

ループでの主体的な学びを支援することを目的として導入されたものであり、

既にゼミやワークショップ等でも活用されている。今後は、各学部等でのカ

リキュラムの充実にあわせ、より活発な活用が期待される。  
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５．教育活動の組織的な継承・発展の方途  

まずは総合生命科学部を例に、カリキュラム変更の際のフローをみていこ

う。同学部では、設立 5 年目となる 2014 年度に向けて、学部長、副学部長，

各学科主任、各学科の教務委員から構成されるカリキュラム委員会が中心と

なってカリキュラム見直し作業が進められてきた。このカリキュラムの修

正・変更については、最終的には執行部の承認が必要とされているが、基本

的には総合生命科学部内での決定事項が尊重されている。  

次に、自己点検・評価の活用動向についてであるが、全学レベルの自己点

検・評価運営委員会を組織し、各学部、大学院研究科、研究機構、大学運営

及び法人管理部門など、全学的に自己点検・評価活動を推進している。2009

年には大学基準協会による大学評価（認証評価）を受けている。なお、全学

の自己点検・評価運営委員会による自己点検評価報告書において指摘された

問題点をみずから毎年チェックし、次回の大学評価（認証評価）に向けて適

宜ふりかえりを行うとともに、その成果を対応（改善）状況一覧として全学

的にまとめていく取組を行いつつあるとのことであった。 

 

６．今後の課題 

以上のような成果を上げている一方で、課題がないわけではない。耳野健

二法学部教授・学長特命補佐によれば、従来から京都産業大学では教育の質

の向上に向けて多大な努力がなされてきたが、大学を取り巻く環境がますま

す厳しさを増し、また社会的諸状況の変化が急速に進みつつあることに鑑み、

いっそうの努力が不可欠となっている、とのことである。つまり、大学創設

期は、高度経済成長という右肩上がりの時代に合わせて発展してきたが、そ

うした発展に即して形成された大学の制度のいくつかは、現代のグローバル

化や少子高齢化、さらには環境問題の深刻化や科学技術の発展等々の社会情

勢に十分対応できない場合がある。こうした状況に対応可能な教学システム

の構築は一朝一夕にできるものではないが、そのような試みの一つとして、

現在では、とりわけ理系のグローバル人材の育成が推進されているとのこと

である。 

キャリア教育を初めとして、充実した指導・支援を行う京都産業大学がこ

れらの課題に対応しながらどのような成長・発展を遂げていくのか、さらな

る展開が注目される。 
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柔らかなトップダウンマネジメント： 

現場主義での大学改革の成果と挑戦 

─九州産業大学の事例─ 

 

島 一則（広島大学） 

 

１．九州産業大学の歴史と現状 

九州産業大学は、昭和 35 年 4 月に九州商科大学商学部商学科のみを有する単

科大学として開学している。その後、昭和 37 年 4 月に商学部産業経営学科を増

設し、さらに翌年の昭和 38 年 1 月に大学名を九州商科大学より九州産業大学と

改称した。 

これ以降の学部に関わる改組、新増設等に関して、開学から 1975 年までを見

ていくと、昭和 38 年 4 月に商学部経済学科増設、工学部（機械工学科、電気工

学科、工業化学科）設置、昭和 39 年 4 月商学部第二部（商学科、経済学科）設

置、工学部（土木工学科、建築学科）増設。昭和 41 年 4 月芸術学部（美術学科、

デザイン学科、写真学科）を設置し、昭和 43 年 4 月経営学部産業経営学科設置、

昭和 47 年 4 月芸術専攻科（美術専攻、デザイン専攻、写真専攻）設置となって

おり、大学進学率の上昇が続くこの期間において、単科大学から文系・理系・芸

術系学部を有した総合大学への変化を遂げている。 

一方で大学進学率が停滞し、大学進学に関わる需要超過状態が継続する 1975

年～1990 年にかけては、昭和 56 年 4 月経営学部国際経営学科増設のみとなって

おり、この期間における改組、新増設は極めて限られたものになっている。その

後、再び大学進学率が上昇し、1992 年以降の 18 歳人口の減少を経験する 1990

年～2000 年にかけては、平成 5 年 4 月経済学部経済学科＜昼夜開講制＞設置、

平成 6 年 4 月国際文化学部（国際文化学科、地域文化学科）設置。平成 11 年 4

月商学部第一部観光産業学科、商学部第二部観光産業学科増設など、新設・増設

が再び活発化し、さらに 2000 年～2013 年にかけて、平成 14 年 4 月情報科学部

（社会情報システム学科、知能情報学科）設置、芸術学部芸術工芸学科増設。平

成 16 年 4 月工学部バイオロボティクス学科増設、工学部工業化学科を物質生命

化学科へ、土木工学科を都市基盤デザイン工学科へ名称変更、国際文化学部臨床

心理学科増設。平成 19 年 4 月工学部電気工学科を電気情報工学科へ名称変更。

平成 20 年 4 月芸術学部写真学科を写真映像学科へ、国際文化学部地域文化学科

を日本文化学科へ名称変更。平成 21 年 4 月情報科学部情報科学科設置。平成 22

年 4 月工学部住居・インテリア設計学科増設など、学科の増設や名称変更が多く

生じていることがわかる。以上からは、九州産業大学が市場の状況変化に常に反
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応し続けていることがわかる。 

 なお、各学部の現状として、在籍学生数についてみていくと、経済学部では在

籍学生数 2,073 名、商学部第一部 2,336 名、商学部第二部 143 名、工学部 2,138

名、経営学部 1,756 名、芸術学部 1,088 名、国際文化学部 965 名、情報科学部 5

17 名となっており、大規模大学に分類することが可能であろう。なお偏差値は全

ての学部で 40 代前半となっている。また芸術学部と情報学部で定員未充足の状

態が生じており（以上：http://daigakujyuken.boy.jp/indexfukuokakenn.html 

2013 年 10 月 29 日最終確認）、厳しい経営環境におかれた地方私立大学の一つの

典型的な事例と言えるのではないだろうか。なお、教員数は 339名となっている。 

 

２．九州産業大学の理念 

九州産業大学では、建学の理想として、｢産学一如（さんがくいちにょ）｣（産

業と大学は車の両輪のように一体となって時々の社会のニーズを満たすべきであ

る）が挙げられており、また建学の理念としては、｢市民的自覚と中道精神の振興・

実践的な学風の確立｣が掲げられている。さらには、そのビジョンとして、｢九州

産業大学は、広く産業界の期待に応えられる「実践力」「熱意」「豊かな人間性」

を持った人材を輩出する大学になります。｣と宣言されており、これを踏まえた（教

職員の）行動理念として、次の四点が挙げられている。 

・私たちは学生が人生の目標や夢の実現に向かって取り組むことができる

よう、あらゆる支援を惜しまずに行動します。 

・学生のニーズや環境の変化を的確にとらえ、迅速に行動します。 

・自分を大切にし、まわりの人と誠実に関わり、責任を持って行動します。 

・常に改善と改革の意識を持ち、創意工夫を心がけて行動します。 

 以上に見られる内容からは、九州産業大学が学生を中心にその理念・ビジョン

を構築し、そのために教職員が存在するということが極めてクリアーになってい

ることが分かる。しかしながら、建学の理念や大学のビジョンが必ずしも当該大

学の教育の実態を保証するものではないことは周知のとおりであり、以下ではこ

れらの大学教育改革の現状やその進め方について紹介していくこととする。 

 

３．大学教育改革の現状 

 大学教育改革の現状について、教育改革は継続しているが、先端的な改革状況

にはないという認識が示されると同時に、その一方で、いくつかの試みについて

は自信を持って取り組んでいるとのことである。また、学士課程についてはプロ

ジェクト型教育に舵を切り、これについては成功事例もあり、それらを蓄積中で

ある。一方で、全学を挙げて、また学部全体で取り組めているというわけではな
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い。こうした教育改革の柱と想定されているものとして、A.英語教育、B. プロジ

ェクト教育、C. 基盤教育がある。 

 

3.1. ｢現場の問題｣としての英語教育 

こうした大学教育改革の柱は、必ずしも一方向的なトップダウンで立てられた

ものではない。そこには何よりもまず｢現場の問題｣への対応という小さな｢カイゼ

ン｣が存在していたのである。九州産業大学の A.英語教育について、英語の入試

が悪かったから他大学を落ちて、滑り止めとして入学してきた学生が少なからず

いるという｢現場の問題｣がまず存在した。こうした｢現場の問題｣に、外国語学部

も、関連する学部もない状態で、日々の取組の中で開始されたのが、英語教育に

ついての改革であるとのことである。そこでは、｢現場の問題｣への対応という形

で、プレイスメントテスト、アチーブメントテスト、学部横断クラス編成、オリ

ジナルテキスト、e-learning などへの取組が徐々に進められ、結果としてこれら

は学生の成績向上につながり、また全学共通英語教育に関わる GP の採用ととも

に進化していくこととなったのである。なお、現在は、日本語の問題も生じてき

ており、C.基盤教育の部分の再構築の必要性が認識され、新たな｢現場の問題｣へ

の挑戦が進められている。 

 

3.2. ｢現場の問題｣としての除籍・退学問題 

九州産業大学は｢現場の問題｣として、高い除籍・退学率（5.5％）という問題を

有していた。このことは読売新聞社の｢大学の実力｣などによる数値の公表によっ

て一気に顕在化、問題化した。こうした｢現場の問題｣に対する対応として、これ

らの除籍・退学者の中には救える層の学生がいるだろう、学内に止まり木が必要

ではないか、大学のどこかで支援の手がとどけばよいといった発想の下、クラス

担任制や基礎教育センターなどがスタートした。基礎教育センターは平成 21 年 4

月に設置され、学生のスペースとして、まずはとにかく来てくださいといったス

タンスから、学生の止まり木的役割を期待して設置された。センターのスタッフ

は現在、専任教員 8 名・事務職員 5 名（当初は 2 名・2 名）で、年間のべ 5,000

人もの利用者の対応をしている。具体的な利用例としては、｢今日の授業がわから

ない｣・｢履修の仕方が分からない｣などから始まり、あらゆる事案に対応する。言

うなれば、オフィスアワーをセンターで一括で行うイメージで活動に取り組んで

いる。また、学部との関係でいえば、基礎教育センターは学部での対応がなかな

か難しい部分について対応することとしている。また、クラス担任制度に関して

も、基礎教育センターの教員支援チームが支援（担任で手が負えないケース）す

ると同時に、クラス担任ハンドブックなども作成している。こうした動きの中で、
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学生相談員制度も生み出され、ピアサポートなどの言葉が出始める前にこうした

制度が自発的に立ち上がっていったのである。 

この他に除籍・退学問題に効果を発揮しているのが、出欠確認システムである。

新入生に対して、1 年生前期に開講される基礎ゼミナールに関しては専任教員が

張り付くし、導入教育に関しては学部によっては共通のハンドブックなどを作成

して対応をしているが、その後のやさしい専門教育が始まる移行の段階で、欠席

がちになる学生が少なくなく、こうした学生はその後、休学・退学へとつながり

やすいといった状況があった。このように入学後１ヶ月くらいの時期が大事にな

るし、2 週間単位でのチェックが重要になるとの｢経験知｣に基づく現場からの理

解が示され、これに対しては、学長主導で導入された IC カードリーダによって

出欠状況を把握し、約 2,800 名の学生の出欠状況を 2 週間ごとに確認し、これが

15 週間続けられることとなった。その後、必要に応じて電話・メールがなされ、

さらには保護者への連絡、ケースによっては電報も利用されるとのことである。

こうした活動に関して取り組み 3 年目で少し成果が出ており、1 年生における除

籍・退学率に効果が見えてきている。ただし、現在は次なる課題、すなわち就学

支援だけではなく、学修自体に対してどのような支援が出来るのか・ラーニング

アウトカムに結び付いていくのが議論されている。 

 

3.3. ｢現場の問題｣としての女子学生問題と PBL 

特に理工系学部において女子学生が少ないという｢現場の問題｣が存在していた。

こうした問題に対応するために、女子学生支援室｢くすぐるーむ｣が開設された。

くすぐるーむは、学生を中心としつつ、教員、職員の３者で運営されており、活

動の代表的成果の一つとして、ゆるきゃら（くすぐるちゃん：クスノキ、乙女心

をくすぐる、KSU から）が生み出された。こうした活動は、オープンキャンパス

イベントなどで学部横断的に実施されており、これらの活動は真の意味でのアク

ティブラーニング・PBL となっており、単位化はされていないが、十分な価値が

あると考えられている。また、大学教育改革の柱となるプロジェクト教育の端緒

ともなっているものである。また、以上の他に学生を主体として、大学生活や就

職活動・実社会に活かせる経験や知識を身につけるための活動も行っている。 

 

４．なぜ改革が動いたのか？～学長のやわらかなトップダウンマネジメント～  

これらの九州産業大学における地道な大学教育改革はどのようにして生み出さ

れたのか。この点に関して、必ずしも大学教育改革に関わる高い理想があったわ

けではないという。そうではなく、むしろ、必要に迫われて、しなければならな

いことをしてきたとの認識が示され、そしてこうした活動が、大学基準協会の実
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地調査などにおいて高評価を得、日本私立大学協会で発表する機会を得ることな

どにより、自大学のよい点に気付くに至ったということである。なかでも、こう

したプロセスにおいて、英語教育、基礎教育センター、経営学部の PBL などが

高評価を受けたとのことである。 

 また、こうした状況に至るプロセス、さらには現状の改革状況については、改

革を進めるポイント・拠点が整いつつあるが、それがつながって、立体的な改革

が進むという風にはまだなっていないとのことである。むしろ、個別のメニュー

が出来つつあり、それを広めつつある段階にある。今後、これらのメニューの中

身をどう調理していく（全学的に広めていく）か、この点については学部の協力

が欠かせないという認識が持たれている。 

例えば、学部に科目数が多いので、絞りませんか？との提案をしても、学部か

らはなかなか削減については積極的な提案は出てきにくい。その一方で、こうし

た状況に対して、強力なトップダウンで改革を推し進めるといったことはしてい

ない。むしろ、学長のアイディア（もちろん、これらの全てが学長個人から生ま

れているわけではなく、アイディアの前提に上述したような諸実践があったこと

は疑いの余地はない）である、プロジェクト型教育、クラス担任制、基礎教育セ

ンターの更なる進化が期待されており、これらに関する教員・職員協働のタスク

フォースを作り進めていくことが行われている。 

例えば、教育改革研究会については 11～15 名の教職員からなっており、月に

１～2 回行われ、改革意識を共有するために当該研究会は機能し、さらには改革

の土台作りも始められている。こうした動きを徐々に、関与してくれる教員さら

にはその先にある学部に広げていくことが期待されている。こうしたプロセスで

意識されていることが、｢小さな勝利・成功体験｣であり、あらゆる大学教育改革

は一気に広められないし、それがプラスになるとも思えないといった認識から、

「これはよかった。成功した」という取り組み・経験を広げるという、ある種の

学内 GP の促進が真の意味での改革の小道具として用いられているのである。 

また、学長のアイディアがあっても、それを改革に落とし込むには、現場で解

決するしかないという認識があり、何より学長自身が現場主義者であり、現場を

尊重する意識が以上のような改革を進める上で極めて重要であるとのことであっ

た。また、同時に、学長が何をやろうとしているかは、教育改革に関わる教職員

のこれまでのキャリアや協働経験から自然と共有されており、このことは極めて

重要であるとの認識があり、そのうらには学長一人が旗を降っても大学教育改革

は進まないという認識も同時に明確に存在するのである。さらには、現場で何か

あればすぐ出かけていくフットワークの良さが必要不可欠であり、こうしたアイ

ディア・共有・実働の連鎖が改革を成り立たせていると考えられる。 
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今回、インタビューに応じていただいた秋山 優 氏（教務部長・経済学部教授)・

中尾 和弘 氏（教務部事務部長）・一ノ瀬 大一 氏（教務部教務課主任）のお話か

らは、タテにもヨコにも風通しの良い関係、字義通りの｢チームワーク｣が見て取

れ、実務経験豊富な事務部長と改革意欲の高い若手職員、これを取りまとめる（そ

して彼らに支えられる）教務部長、また教務部長や事務部長は学長と現場とをつ

なぐ｢つなぎめ｣として、お互いの強みを発揮しつつ協働・共闘関係にあり、そこ

には真の教職協働の姿があった。 

しかしながら、以上に述べた九州産業大学は、大学教育改革の理想的なモデル

校というわけでは必ずしもない。先にも述べたようにこうした学内の諸改革は全

学の隅々に浸透しているわけでも、全ての学部で同様に滞りなく展開されている

わけでもなく、そのための改革に直面し、模索を続けているのである。今後の｢全

学的・全学部的｣改革推進のために、これまでの取組方法が引き続き奏功するのか、

新たな方法が必要になるのか、未だ定かではない。しかしながら、少なくともそ

れまでにすべき諸改革、個々の大学がそれぞれに有する諸問題へ対応するための

個別的な教育改革を進める上で、｢現場の問題｣への地道な取組、「学長による緩や

かなトップダウンマネジメント」｢学長の現場主義｣｢トップ―ミドル組織の意思共

有｣｢ミドルレベルでの教職協働｣といった点は、他の多くの大学にとって、特に地

方私立大学には少なからぬ示唆を有するものであるし、今後の九州産業大学の教

育改革に益々期待を高めるものである。 
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教学担当部門長の役割と機動性 

─玉川大学の事例─ 

 

杉谷祐美子（青山学院大学） 

塚原修一（関西国際大学） 

松村直樹（株式会社リアセック） 

 

１．本事例の位置づけ 

 1929 年に財団法人玉川学園が認可され、1951 年に私立学校法による学校法人に改組し

た。1947 年には大学令、1949 年には新制大学令によって玉川大学の設置が認可された。

2013年5月現在、学生数は12,574名、専任教員数は306名を数え、8学部17学科（学士

課程）、5研究科7専攻（修士課程）、3研究科3専攻（博士課程後期）、1研究科1専攻（専

門職学位課程）を擁するi、伝統ある大規模な大学である。えてして、学部数の多い歴史の

ある大学では全学的な意思決定や学部間の足並みを揃える改革は困難になる傾向があるが、

同大学は2000年代には学部改組を、また近年では全学的な教学マネジメントの改革を精力

的に進めてきた。こうした一定の規模をもつ大学において、果たしてそのような取組みをど

のようにして成功させてきたのか、菊池重雄教学部長（経営学部国際経営学科教授）にお話

をうかがった。 

 

２．教育改革の取組みと学部改組 

 90年代以降の大学改革の流れにおいて、玉川学園では、①女子短期大学におけるdistance 

learningの開始（90年代半ば）、②初年次教育の準備開始（97～98年）、③学士課程教育の

変化（2000年代半ば）の3つのポイントがあり、これらに大学設置基準の大綱化、学部改

組などの問題がからみ、教学マネジメントシステムが整っていったといえる。 

①は、現在、Blackboard を利用して、ブレンディッド・ラーニング（e ラーニングと対

面授業）が積極的に行われるようになったことと結びついている。 

表1 2000年以降の学部改組 

2001年：経営学部国際経営学科開設 

2002年：文学部に人間学科、国際言語文化学科を開設 

教育学部（教育学科）、芸術学部（パフォーミング・アーツ学科、ビジュアル・ 

アーツ学科）、通信教育部に教育学部（教育学科）を開設 

2003年：文学部にリベラルアーツ学科、教育学部に乳幼児発達学科を開設 

2004 年：工学部に機械システム学科、知能情報システム学科、メディアネットワーク学科、
マネジメントサイエンス学科を開設 

2005年：農学部に生物環境システム学科、生命化学科を開設 

2006年：文学部に比較文化学科、芸術学部にメディア・アーツ学科を開設 

2007年：リベラルアーツ学部（リベラルアーツ学科）、経営学部に観光経営学科を開設 

2008年：工学部に機械情報システム学科、ソフトウェアサイエンス学科を開設 

2013年：観光学部開設 
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2000年代には表1のように学部改組が進み、まず 2001年に経営学部を開設した。当時

は2年審査の時代であり、1997年から準備を進めて手間はかかったものの、この頃より教

員の研究業績を重視する風土が形成されていったことは意義深い。その後、学部改組が毎年

のように行われ、この学部改組を通じて教学の見直しが進んでいった。改組が進んだ背景に

は、届出制度が導入されたこともあるが、教員の研究関心を生かして新学科を組織するよう

になってきたこと、また、人事等の細かい計算や根拠づくりとなる数値情報の用意＝IR 機

能などが整ってきたことがある。 

 ステークホルダーとの関係でいえば、卒業生の意見が強く、根強い玉川ファンもいて受験

生は一定数維持している。在校生の 8 割以上は首都圏出身であり、これに地域の人材ニー

ズやこれまでにない社会科学分野の開拓など、新たなニーズも意識して学部を改組してきた。 

 

３．3つのポリシー（AP、CP、DP）の作成過程と運用 

 3つのポリシーは、頻繁にFD研修会を開いて作成してきた。玉川大学では、ミクロレベ

ル～マクロレベルにわたるFD活動を展開し、その中心でFDerが活躍するようになってい

る。まずは組織運営をしっかり確立することが大切であり、これに授業改善が伴ってこそ改

善が進むと考え、FDer 制度を設けた。FDer が研修会で、大学を取り巻く環境変化などに

ついて説明したうえで、ポリシーの作成方法をワークショップ形式で指導する。教員には研

修会への出席義務はないが、仲立ちとなる各学部のFD委員にはしっかり学んでもらうよう

にしている。 

人材育成目標をきちんと作成しておいたことによって、ポリシーの作成にはあまり困らな

かったが、DPをCan Do形式で書くように理解してもらうのには苦労したという。カリキ

ュラム・マップは全学部共通である「ユニバーシティ・スタンダード科目」の雛形を見せて

各学部で作成してもらった。授業の到達目標は、最初は各教員に任せていたものの、最終的

には各学部で決めてもらい、教務主任にチェックしてもらうようにした。その意味では、ミ

ドル・アップ・ダウンで教務委員会が中心となり、一般教員に下ろすとともに、学部長に上

げる方式をとった。また、2011 年度に大学基準協会の認証評価を受けたこともポリシーの

整理に役立った。 

とはいえ、各教員に、DPとCPのどこの部分を担っているかを自覚してもらうのは難し

く、シラバスについては到達目標と成績評価方法を中心に学士課程教育センターで毎回チェ

ックしている。新 AP（アセスメント･ポリシー）については、まだ到達目標と成績評価方

法にずれがあると認識している。形の上では、アセスメントをしているが、そもそも計測可

能な到達目標を書いているかという前提の問題がある。菊池教学部長によれば、到達目標を

測るには、学生による自己評価が中心でないとうまくいかないのではないかとも考えている。

なお、APは入試部の管轄であり、抽象的な記述が多く、学長からはもう少し具体的内容の

記載などを求められている。 

玉川大学では、こうしたポリシーの作成にとどまらず、近年、学生の能動的学修を促すた
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めの全学的な教学マネジメントシステムの改革に力を入れている。 

その一つは、「学士課程教育（大学教育）の両輪となる教養教育と専門教育の連動を目指

して構成された」全学部共通の「ユニバーシティ・スタンダード科目」（US）である。玉川

大学では、人間としてのコアをつくるという目的で、1995年に一般教養システムを「コア・

カリキュラム」に改革し、自校史科目などを設置した。さらに2012年には、これを7群か

ら成る「ユニバーシティ・スタンダード科目」（US）へと改革した。US を含め、どの国、

どの大学とも互換性があるように、すべての科目に学問領域別コードと履修年次を示す科目

ナンバリングをふっている。学部だけが教育水準を保証するのではなく、学部以外の第三者

が質保証をするために、当初は全科目をUSに移行し、そこから専門教育に科目を提供する

方式をとりたいと考えていたが、学部からの反対があって実現できなかった。ただし、2015

年 4月までには、各学部 149単位を超える科目はUSに提供し、開講するようにとしてい

る。結果、入門的な基礎科目がUSで開講されるようになってきている。これに伴い、教員

の担当科目数も制限し、2015年4月までに、半期あたり、2単位5科目を担当するように

としている。 

こうした開講科目数の制限と全学的なカリキュラム運営を行うかたわら、もう一つの大き

な改革として、能動的な学びのための単位の実質化と学生の学修時間の確保に取り組んでい

る。予習不要の0.3単位科目などを開設するなどして、学修時間に応じた単位数の設定をし

ている（原則、2 単位 100 分授業）。学生には、半期 16 単位の履修を上限とし、卒業要件

124単位を課す厳しいシステムをとっている（ただし、GPAに応じて半期18単位履修も可

としており、集中授業期間に最大4単位履修することも可能としている）。また、1日8時

間学修させるために、授業が続かないように時間割を空ける工夫をしており、2014年度に

は、反転授業（Flipped Classroom、オンラインを活用した自宅学修と教室でのアクティブ・

ラーニング）も計画している。卒業にあたっては、累積GPA2.00以上を必要とし、学生は

レーダーチャートで学修成果（各科目の成績と得られた学士力）をチェックできるようにな

っている。さらに、学修させるキャンパスの実現を目指し、ラーニングコモンズおよびカフ

ェと食堂を新築中であり、完成すればそこが快適な学修空間となる。 

このようにアメリカ型の教育システムに接近する形で、教学マネジメントシステムの改革

は進行している。 

 

４．教学部門の組織体制 

 以上のように、2000年以降、矢継ぎ早に改革を進めてきた玉川大学であるが、それはい

かにして可能であったのだろうか。それには教学部門の権限の集中と組織体制の整備がある

と考えられる。 

玉川大学の教学システムは、理事長・学長・学園長を兼務する学長をトップに、そのリー

ダーシップの下に各学部が構成されているが、その間に立って、教学部長が各学部の決定に

関して意見する立場にある点が特徴的である。菊池教学部長の話では、教学部長は各学部が
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独走しないように調整し、また、時代の方向性に合った改善をしているかチェックをする役

割を担っているという。毎年 8 月に開かれる将来計画委員会や 2 月の教育活動等点検調査

委員会のときなどに、教学部長が政策の動向をまず解説し、その後学部に持ち帰って審議を

してもらい、またそこで出てきた改善案に対して意見を付すという形で大学の方針としてと

りまとめていく。 

構造的には、ピラミッド形式（学長－教学部長－学部長）で、学長が最終的な意思決定を

行う集権型の組織といえる。教学部長は常任理事会による指名であり、学部長も選挙ではな

く、常任理事会によって指名される。学科主任は、学部長が提案して常任理事会が指名。教

務主任は副学部長相当の役職であり、学部長が推薦した人物を教学部長も確認した上で、常

任理事会で決定する。部長会（学部長会）では、学長欠席の場合は高等教育担当理事、さら

に理事が欠席の場合は教学部長が代行する。教学部長の任期は2年、2回まで続けられ（そ

の後は1年ごとに契約）、学部長も同様の規定である。 

玉川大学には副学長の役職はないが、このように見ると教学部長がprovost（教務担当副

学長）のような大きな権限をもち、また各学部の教務主任の役割も大きく、全体として教学

部門に力が入れられていることが明らかである。玉川大学では、教学部長の役職に係わる規

定は特にないものの、常日頃、学長が教学部長の役割について学部長等に伝えているとのこ

とである。学長は大学での修得主義を徹底し、より厳しい財源管理型の運営体制を敷くため

にも、「学長－教学部長－学部長といった統制ラインの強化は必須である」とし、大学全体

を一つの体制にまとめる必要性を述べているii。なお、教学部長は、教学部事務部長（その

下に教学部次長）と両輪で教務委員会の運営をしており、職員が同格な立場でサポートをし

ているという。 

とはいえ、改革の進め方は完全なトップ・ダウン型とばかりは言い切れない。学長は理事

長の立場で、新年度の方針については発表する。また、学部改組などの重要事項は、学長か

らダイレクトに学部長に伝えるが、事前に、学部長を中心とする学部・学科設置検討部会も

しくは学部・学科改組検討部会の審議によって学部・学科名を提案する形で進めている。 

学長が投げかける方針は、直接学部長に通達されるわけではなく、教学部長から教務主任

中心の教務委員会で提案して諮り、それを学部で審議してもらうのが通例である。なかには、

学長や理事の承認を事前に得たうえで、教学部長から発案する案件もある。いずれにしても、

学部教授会の反対を受けそうな案件（半期16単位の履修制限、GPAの卒業要件基準の設定

など）については、教学部長が必要に応じて各学部教授会に出席し、丁寧に説明を行う。ま

た、初年次教育の必修化などの案件は、全学共通で担当者全員に説明を行う。菊池教学部長

いわく、トップ・ダウンではあるが、「フェア・プロセス」を重んじ、教学部長が現場まで

下りて、教務主任の協力を得ながら、なぜこれが必要でなぜこうしなければならないのか、

プラス・マイナスも含めて、時間をかけて丁寧に説明し説得するという。そして、意見が概

ねまとまったところで、部長会（学部長会）で承認をとりつける。 
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５．改革の評価と今後の課題 

玉川大学における内部質保証システムには、二つの改善サイクルが存在する。一つは、

PDCA サイクルの一環として、学生が何を学んだかについて学内でアセスメントをして改

善に結びつけることである。もう一つは、学外者から意見を聴取するエヴァリュエーション

である。前者に関しては、毎年、教育研究活動等点検調査委員会が教務関係のことについて、

教務主任を中心に定期点検をしている（自己評価＝assessment）。また、教員組織（降格シ

ステムや昇給なども含む）の点検・調査は、上記委員会内の教員組織検討専門部会で行って

いる。この 2 点についておよび学園全体の教育について、年 2 回、有識者会議を開いて国

内外の動向を有識者から学ぶと同時に、意見をもらう（外部評価＝evaluation）。これら以

外に、平成 24 年度「大学間連携共同教育推進事業」（分野連携）に選定された教学評価体

制（IR ネットワーク）によって、教学関連学生アンケート調査、在学生の英語力調査と卒

業生調査などを実施し、その結果に基づき、学士課程教育の質保証システムの創出と教学支

援組織の育成をめざしている。 

 改革はいまだ進行中であり、これまで改革した部分については改善されて良かったと、菊

池教学部長は評価していた。しかし、今後この改革を誰が引き継ぐのかなど、見通しについ

てはやや不安があるという。現在の玉川大学の教育改革は、アメリカの影響に巻き込まれす

ぎている感もあり、学生が主体的になってきたとき、どういう教育改善ができるのか、自国

から発信できる部分もあるのではないか、と模索している。また、建学理念である「全人教

育」とは何なのか、改めて問い直す必要もあると考えている。 

 たしかに、理事長・学長・学園長を兼務する学長の存在とそのリーダーシップを背景に、

実質的に教学部門を大きく任されている教学部長の役割は機動的に改革を進めるうえで有

効と考えられる。また、各学部の教務主任の決定に教学部長が少なからず関係していること

は、学部教授会との交渉・調整にとっても重要であろう。しかし、それだけに教学部長に誰

を据えるかという問題は大学全体にとって重くのしかかり、今後の教育活動の組織的な継

承・発展を左右しかねない。「今後この改革を誰が引き継ぐのか」といった現教学部長の懸

念ももっともなことと思われた。 

 

                                            
i 例えば、学士課程の学部学科構成は次の通りである。文学部（人間学科、比較文化学科）、農

学部（生物資源学科、生物環境システム学科、生命化学科）、工学部（機械情報システム学科、

ソフトウェアサイエンス学科、マネジメントサイエンス学科）、経営学部（国際経営学科、観光

経営学科）、教育学部（教育学科、乳幼児発達学科）、芸術学部（パフォーミング・アーツ学科、

メディア・アーツ学科2014年4月学生募集停止、ビジュアル・アーツ2014年4月学生募集停

止、メディア・デザイン学科2014年4月開設、芸術教育学科2014年4月開設）、リベラルア

ーツ学部（リベラルアーツ学科）、観光学部（観光学科）。 
ii 小原芳明「大学改革、その前にSDS」『IDE現代の高等教育』No.557・1月号、2014年、pp.54-57。 
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ボトムアップとトップダウンを融合した教学部門の組織体制 

─岡山理科大学の事例─ 

 

吉田香奈（広島大学） 

 

１．岡山理科大学の歴史・理念 

岡山理科大学は1964年に開学し、4学部3研究科（理学部、工学部、総合情報学部、生

物地球学部、理学研究科、工学研究科、総合情報研究科）を有し、6千人を超える学生が在

学する私立理工系大学である（2013年5月時点）。2014年には創立50周年を迎えた。 

設置者である学校法人加計学園は７つの設置校を持つ学園である。創設者である加計勉氏

（1923 年-2008 年）は、戦後間もない広島の地に立ち、原爆投下で一面焼け野原となった

惨状を目の当たりにし「資源の少ない我が国を復興させるには、まず教育による人材育成が

急務である。大学を目指す若者たちの一人ひとりの能力を引き出し、最大限に伸ばしたい」

との思いから、岡山市に本大学を設置した（岡山理科大学ホームページより引用）。建学の

理念には「ひとりひとりの若人が持つ能力を最大限に引き出し技術者として社会人として社

会に貢献できる人材を養成する」ことが掲げられ、「理工学に関する学術の理論および応用

を深く研究教授し，人格を陶冶すること」が目的に記されている。 

このように、岡山理科大学の特徴は「社会に貢献できる人材を育成する」という建学の精

神に基づき、充実した教育が行われている点にある。カリキュラムは専門分野の学びを深く

追求するだけでなく、幅広い学びと多彩な経験ができるよう工夫されている。入学時には各

学部・学科等・センターで定められた教育の目標と方針をまとめた冊子『教育の目標と方針

－岡山理科大学で学ぶこと－』が配布され、学生自身が体系的なカリキュラムを設計し、卒

業に向けて主体的に学習していく履修指導も行われる（3.で詳述）。そして、高い研究力を

基盤とした質の高い教育が展開されている。これらの成果は、毎年行われる学生の就職内定

先満足度の高さにも現れており、例年8割以上の学生が満足と回答している。 

そこで、今回、このような社会に貢献できる人材育成を可能にする教学マネジメントの仕

組みについて、豊田真司副学長・教育開発支援機構長と滝澤昇・工学部長のお二人に詳しい

お話を伺った。 

 

２．教学部門の組織体制 

豊田副学長によれば、充実した教育活動を支える教学マネジメントは非常に上手く機能し

ており、学長のリーダーシップのもとに様々な改革が進行しているという。岡山理科大学は

4年前まで定員割れの学科が多く、経営的に厳しい状況に置かれていた。しかし、戦略的な

広報活動、3つのポリシーの策定と公表、学習支援、就職支援等に地道に取り組むことによ

り徐々に状況が改善し、現在は定員を上回る学生を確保できている。 
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では、岡山理科大学の教学部門の組織体制はどのようになっているのだろうか（図 1）。

まず、教学に関する意思決定機関として大学協議会が置かれ、学長が議長を務める。この下

には教授会・研究科委員会、運営に関する委員会、実務的委員会、評価に関する委員会、専

門的委員会等が置かれている。これらの委員会に対して議案を割り振るのは学部長等会議で

あり、メンバーは学長、副学長、学部長、事務局長などで組織される。 

特に、教育マネジメントの要となる組織は「運営に関する委員会」である。ここには①第

1学部運営委員会、②第２学部運営委員会、③大学院委員会、の3つが置かれている。①は

教育・研究に関する運営上必要な全学的事項の審議、②は将来計画・予算・人事に関する運

営上必要な全学的事項の審議、③は大学院の運営など研究科間の連絡調整等を行うことを目

的としている。①と②はそれぞれ副学長が議長を務め、構成メンバーには 4 学部すべての

学部長と学科長が含まれている。このように、すべての学部長・学科長が全学委員会のメン

バーであることは岡山理科大学の組織の大きな特徴である。各学部の中には教務委員会や入

試委員会といった独自の組織はなく、すべて全学レベルの委員会として組織されてお 

 

 

図1 岡山理科大学各種委員会の構成図（平成25年10月現在） 

出所：岡山理科大学提供資料より作成 

 

＜教学に関する意思決定機関＞

大学協議会

＜評価に関する委員会＞
大学評価委員会

各組織別評価委員会

＜教授会・研究科委員会＞

理学部教授会 理学研究科委員会

工学部教授会 工学研究科委員会

総合情報学部教授会 総合情報研

究科委員会

生物地球学部教授会

＜運営に関する委員会＞
第１学部運営委員会

第２学部運営委員会

大学院委員会

＜実務的委員会＞
広報委員会

就職委員会

紀要委員会

教職・学芸員委員会

防災委員会

入学委員会

入試委員会

教育研究スペース検討委員会

＜議案の整理＞
学部長等会議

＜専門的委員会＞
水質管理委員会

組換えDNA実験安全委員会

全学動物実験管理委員会

放射線・X線安全委員会

ネットワーク委員会

人権教育委員会

学外連携推進委員会

情報セキュリティ委員会

FD委員会

e-Learning委員会、など
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り、そこに学部長・学科長が出席して議論する。この体制はボトムの意見をトップが十分に

理解し、その上で全学の合意形成を行うことを可能にしている。特に学科長の役割は大きく、

ボトムの意見を全学に伝えると同時に委員会での決定事項を迅速に実行することが求めら

れる。このような体制はボトムアップとトップダウンを上手く融合した組織として注目され

る。 

 

３．3つのポリシー（DP、CP 、AP）の作成過程と運用 

では、岡山理科大学では３つのポリシーはどのように作成され、活用されているのだろう

か。初回の認証評価を受けた2006（平成18）年の時点では、すでにその原型となるものが

作成されていたが、本格的に作成されたのは2008（平成20）年の学士課程教育答申後であ

る。作成の検討は第１学部運営委員会で行われ、副学長名で全学に作成依頼がなされた。最

初の年は各学科・研究科から提出されたポリシーの記載方法がばらばらであり、副学長が全

てに目を通し、調整を行った。ただし、調整はそれほど難しい作業ではなかったと豊田副学

長と滝澤工学部長は振り返る。理工系学部は教育の最終目標がはっきりしていること、工学

部は JABEE を受審しており経験があったこと、さらには JABEE の審査員経験者がいた

ことなどがスムーズに作成が進んだ要因であると述べている。さらに、作成後も内容の見直

しが毎年行われ、絶えずブラッシュアップが重ねられている。 

 では、全学－学部―学科のポリシーの関係性はどのようになっているのだろうか。これに

ついては学部・学科のポリシーはあるが全学のものは現在作成中であるとの回答であった。

また、２．で触れたように岡山理科大学の教学マネジメント体制はトップダウンが行いやす

い仕組みであるが、一方でボトムアップを大切にしており、十分な議論を行いながら進めて

いるとのことであった（※訪問調査終了後の 2013年 12月に全学のポリシーが作成・了承

され、現在ホームページで公開されている）。 

 なお、専門教育のポリシーと共通教育のポリシーについては別々に作成されている。専門

教育は各学科が作成し、共通教育科目は教育開発支援機構の教養教育センターや数学・情報

教育センターなどの各センターがそれぞれ作成している。岡山理科大学では、大学設置基準

の大綱化によって教養部が廃止され、それに伴って、人文・社会科学と語学分野の科目およ

び理系の基礎科目はおもに各学科に分属する共通教育担当教員が担当する体制をとった。し

かし、近年の改革で、教養科目や専門基礎科目の重要性をふまえ、教育開発支援機構の各セ

ンターがDPやCPを策定しているとのことであった。 

 では、3つのポリシーの作成によってどのような効果が得られたのだろうか。これについ

ては、①学生がカリキュラムを理解し、体系的な学びを行うのを助けている、②教員間でカ

リキュラムについて共通認識ができるようになった、③高校の進路指導担当教員が読み、岡

山理科大学のことを深く理解して進路指導をしてくれるようになった、ことが挙げられる。

①については、3つのポリシーはホームページ上で公開されるとともに、冊子『教育の目標
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と方針－岡山理科大学で学ぶこと－』に全て収録され、学生に配布されている。これは、学

生がカリキュラムの体系を理解し、卒業に向けて主体的に学習を行っていく道標として役立

てられている。学生へのアンケートからは約 6 割が『教育の目標と方針』を読んだと回答

しており、当初の予想よりも割合が高かったという。また、②について従来はカリキュラム

の中における授業の位置づけや前後関係を理解しないまま授業を行う教員が多かったが、

DP・CP を作成してからはそのような教員が減っていると感じているとのことであった。

また、予想しなかった効果として、③にあげたように高等学校の進路指導担当教員が 3 つ

のポリシーをよく見ており、学生募集につながっているとのことであった。 

 

４．教育活動の組織的な継承・発展の方途 

最後に、教育活動のPDCAを持続的に行っていくための工夫や課題についてお話を伺っ

た。教学マネジメントは上手くいっているが、PDCAのうちCheckとActionが不十分で

あり、今後は教育活動の効果の検証に力を入れていく必要があると考えているとのことであ

った。 

具体的な課題としては、たとえばPlan-DoとCheck-Actionを行う委員会が同じであるこ

と、認証評価ではエビデンスが必ず求められるが教育活動の成果の検証は不十分であること、

また、必ずしも数値化できるエビデンスばかりではないこと、等の課題が挙げられた。また、

個々の授業の質保証は最も重要であり授業参観等を行っているが、なかなか内容にまで立ち

入るのが難しく改善につながっていないことも課題として挙げられた。 

 なお、JABEEを受審している学科は内部質保証の仕組みが整っているが、その他の学科

は必ずしも十分でなく、今後改善していくことが課題として挙げられた。ただし、2013年

度に 2 度目の認証評価を受審するにあたり、各学部に評価委員会が設置されたので、今後

はCheck-Actionが学部レベルで進んでいくことを期待しているとのことであった。 

 以上のような学部レベルの教育改善に加え、全学レベルでの改善も進んでいる。FD推進

室が4年前に設置され、1名の室長と4名のコアメンバー、学科からの協力教員でFD活動

が行われている。FD講演会等の実施に加え、DP・CPの見直し等にも携わっており、今後、

さらなる活動が期待されている。 

 

 以上のように、岡山理科大学は研究力のある私立理工系大学として歴史を築いてきたが、

定員割れを経験し、その打開に向けて全学が一丸となって取り組みを行ってきた。その成果

は定員割れの解消や学生の就職内定先満足度の高さにつながっている。そして、トップダウ

ンとボトムアップを上手く融合した教学マネジメントを展開することで、実りある改革に成

功している。他大学にとって参考となる事例であることは間違いないだろう。 
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教員の強いコミットメントと市場志向の教育改善 

─文化学園大学の事例─ 

 

塚原修一（関西国際大学） 

小杉礼子（労働政策研究・研修機構） 

 

１．本事例の位置づけ 

 文化学園大学は、文化女子短期大学（1950年創立）を母体として、1964年に文化女

子大学として創立された。2011年に現在の校名に変更し、2012年には男女共学化した。

当初は家政学部服装学科のみの単科大学であったが、現在は服装学部、造形学部、現代

文化学部の 3学部７学科の構成で、在籍学生数約 3,300人となっている。なお、同じ学

校法人による専門学校等（文化服装学院、他）も服装学部、造形学部に隣接して設置さ

れている。 

 同大学の中核ともいえる服装学と造形学は、ファッション・デザインの分野にある。

このような分野は、芸術学に含まれる美術や音楽の実技と同様に、学修成果が作品ない

し演技・演奏などとして表現されることから、その評価が専門家によって端的になされ

やすいと考えられる。また、学修成果が、当該領域に対する学生の興味関心や適性に大

きく左右されると推測されるが、これも芸術学と同様であろう。その一方で、服装学や

造形学は産業界との距離が近く、その変化は非常に早いと想定される。したがって、教

育内容の継続的な更新が必要とされるのではないかと思われるが、この部分は一般的な

芸術学にはみられない、ファッション・デザイン分野の特色といえよう。 

 以上のような予想のもとに、濱田勝宏教授（副学長、服装学部）・円谷葉子教務部長か

ら、同大学の教育改善の取り組みついてお話をうかがった。 

 

２．意思決定組織 

 同大学の教育に関する意思決定の中心的機関は「教授会」であるが、教授会の構成員

は、学長(議長)・教授・准教授・講師及び助教のほか学長の指名する職員と幅広い。この

教授会の下に審議機関として、「常置委員会」「特別委員会」「学部専門委員会」「課程専

門委員会」、さらにその下に 19の下部委員会が置かれており、各委員会が教員、職員を

含む全学的な委員編成となっている。同大学では、事務部門も参加するこの下部委員会

を意見の集約プロセスとして重視しており、ここでの議論を活性化することで、教職員

の教育改善へのコミットメントを高めてきたという。 

一方、全学的な協議機関として「大学運営会議」「将来構想委員会」がある。いずれも、

学長、副学長、各学部長、大学院研究科長、主任教授、研究所長及び各部局の長で構成
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され、「将来構想委員会」が、全学の将来に関する中長期計画の立案及び全学の自己点検・

評価を行う組織である。アドミッション・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、ディプ

ロマ・ポリシーの 3 つのポリシーを最終的に取りまとめたのはこの「将来構想委員会」

であり、濱田教授・円谷教務部長もそのメンバーである。意思決定にかかわる組織図を

図1に示す。 

同大学の学長は設置法人の理事長を兼ね、意思決定、業務遂行において強いリーダー

シップを発揮している。同大学はボトムアップの意見の集約とトップダウンの方針の決

定とのバランスがとれた状態だという。このような中で教育改善の取組みが進んでいる

と考えられるが、この背景には、教員に同大学卒・同大学大学院修了の生え抜きが多く、

また、職員の多くも卒業生であるといった事情がある。 

 

＜審議・決定機関＞ ＜協議機関＞

服装学部協議会

造形学部協議会

（常置委員会） 教務委員会
学生支援委員会

研究委員会

入試対策委員会
就職委員会

(特別委員会） 研究倫理委員会
研究公正委員会
研究費不正使用防止委員会
ハラスメント防止委員会

(学部専門委員会） 衣料管理士課程専門委員会
建築・インテリア系資格専門委員会
文化・語学研修専門委員会
日本語教員養成課程専門委員会
紀要編集委員会

（課程専門委員会） 教職課程専門委員会
学芸員課程専門委員会
司書課程専門委員会
留学制度検討委員会

学部共通科目協
議会

現代文化学部協
議会

全学SD委
員会

学長

生活環境学研究科
委員会

国際文化研究科委員
会

大学運営会議 服装学部教授会
造形学部教授

会
現代文化学部教

授会

＜審議・決定機関＞

全学FD委員会

将来構想委員会

＜協議＋審議機関＞
学部
長会

全学自己点検・
評価委員会

事務局

教　　授　　会

＜審議機関＞

 

図1 文化学園大学の意思決定組織図 
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３．市場志向の教育改善の仕組みと教員のコミットメント 

 文化学園大学では、3つのポリシーを学部学科別にHP上で公開している（表1には、

ここからカリキュラム・ポリシーの一部を転載したi）。これらを最終的にまとめたのは「将

来構想委員会」であるが、この作成過程には教職員が深くコミットしている。ます最初

は、各コース、学科の教員による議論である。ここで出された原案を学部、大学全体へ

と積み上げていった。この間に、全学的に表現を共通にしていくプロセスがあり、ここ

で各コースの教育内容をどう謳いこむかの議論には時間を要した。事務部門が中心にな

って表現の横並びを図った。さらに、いったん出来上がった後も、抽象的な表現では高

校生に伝わらないことを危惧して、具体的な表現になるよう修正を重ねている。 

同大学では、産業界の変化に合わせたスピード感のあるコース設定が重視されている。

それは学生の希望に合わせたカリキュラムの開発であると同時に、学生確保のためにも

大変重要なポイントとなる。カリキュラムの開発には、教員が産業界との日常的な関係

から得た情報が重要な役割を果たす。オムニバス形式の授業で関連分野の専門家に講義

を依頼したり、実務経験のある教員を採用したり、第一線で活躍する人材を非常勤講師

として招聘するなどの方法で、同大学の教員集団は関連業界の動向を常につかんだ状態

にある。そうした情報をもとに新たなコースを立案し、カリキュラムを作成してきた。

こうしたボトムアップの意見の収集・集約プロセスが、市場志向の教育改善の推進力と

なっている。 

一方で、コースに共通する分野については1，2年次の共通教育の中に落とし込んだり、

教育プログラムとして全体的な整合性を図らなければならないような調整については、

学長のトップダウンで決めてきた。 

学習成果のアセスメントについては、GPA制度を導入しており、優秀者表彰を行うと

ともに、就職やインターンシップの学内選考、クラス担任にクラスのGPA順位表を配布

するなど、学生の履修・修学指導に役立てている。また、専門の特徴から作品の評価と

いう形をとることが少なくなく、教員の講評、学生同士での批評会なども行われる。と

りわけ卒業制作や卒業研究の発表は学科の全教員、学生が参加し、学部によっては産業

界からの外部評価も含めて、専門教育の成果と達成状況を確認するものとなっている。

単位制度の実質化については、学期あたり15週の授業を行っている。教室外学習は、実

習、制作、卒業研究などについては、学内の実習室や自宅において充分な時間をかけて

行われていると考えている。アカデミックな科目については、やや不十分かもしれない。 
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表1 カリキュラム・ポリシー 

服装学部 

服装学全般にわたる体系的な理論と高度な表現技術の教育を通して、ファッションに関するデザイ

ン発想・造形理論と先端技術・企画開発について専門的に追求する分野、及び人間の行動と社会・産

業とビジネス・文化と歴史等の現象分析の視点からファッションを追及する分野により、カリキュラ

ムを編成する。 

服装造形学科 

１、２年次にファッションのデザイン・素材・造形の理論と表現方法を習得し、専門分野の基礎を

固める。３年次からはデザイン（クリエイティブ、機能）、テクニック（アドバンスト、インダストリ

アル）、企画（ブランド、テキスタイル）のコースに分かれて、実践的な科目を中心に高度な学修に取

り組むカリキュラムを編成する。 

服装社会学科 

第一に、講義科目でファッション領域に関する知識と基礎理論を習得し、グローバル化が進展する

ファッションと社会やビジネス、服飾文化を分析する基礎的着眼点と思考力を養成する。第二に、実

践科目を置き、社会調査・解析・マーケティング・資料調査の手法を用いた社会現象及び文化現象の

分析を学ぶ。それらの学びを通して社会に対する直観力や洞察力、読解力や表現力の習得に取り組む

カリキュラムを編成する。 

造形学部 

日常生活を豊かで快適にする造形教育を基本とし、基礎から専門への段階的教育課程、専門分野を

横断する教育課程を整備し、感性重視の教育内容、社会と連携した実践的教育方法、一貫したキャリ

ア形成教育などを特色としたカリキュラムを編成する。 

生活造形学科 

モノづくり・デザインに関する基礎教育を踏まえ、３年次から専門コースへ進む教育課程とし、幅

広い専門分野で活躍が期待されるスペシャリスト・クリエーターを育成するため、「映像クリエイショ

ン」「グラフィック・プロダクトデザイン」「メディア編集デザイン」「テキスタイルワーク」「ジュエ

リー・メタルワーク」「アートワーク」のコース編成に基づく専門教育と、専門を横断する連携教育か

らなるカリキュラムを編成する。 

建築・インテリア学科 

インテリアの視点を重視した基礎教育を踏まえ、２年次からコースへ進む教育課程とし、建築・イ

ンテリア分野において活躍が期待されるスペシャリストを育成するため、「インテリアデザイン」「イ

ンテリアファブリックデザイン」「建築デザイン」「住生活デザイン」のコース編成に基づく専門教育

と、専門を横断する連携教育からなるカリキュラムを編成する。 

現代文化学部＊ 

幅広い教養と実践的な語学力を身につけ、国際的な視野に立ち地域社会や国際社会に貢献できる人

材を育成する。ファッションショー・海外研修・国際交流イベント・地域交流・ボランティア実践プ

ログラムを通して、実践実習の場で知識・技術を習得するカリキュラムを編成する。 

*各学科については掲載を省略した。 

 

４．教育の特色 

1964年の創立以来、同大学は、ファッションの産業化を背景に服装学を進化させてき

ており、服装学部から造形学部へと幅をひろげ、さらに当初から東アジア諸国からの留
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学生を受け入れてきたことから、これを発展させて現代文化学部へと展開している。ま

た、服装学が学際的な特徴を持つことから、その研究を進化させるために、大学設立当

初から大学院設置の準備を進め、1972年には修士課程（現：博士前期課程）、1989年に

は博士後期課程を開設した。こうした経緯を経て、独自の特色ある服装学教育を確立し

ている。 

 教育に関する現状認識（評価）とその根拠（理由）については、学園は国際的にも評

価されており（2011 年にはアメリカのファッションサイト Fashionista の評価により、

ファッション分野の教育機関として、世界 3 位にランクii）、それが自信につながってい

るという。 

 

５．今後の課題 

 『自己点検評価書』から、全学レベルの「改善・向上方策」として記載された事項を

いくつかあげれば以下のようになる。学校法人文化学園は、平成 35 年には創立 100 周

年を迎える。この節目に向けて、中長期計画を策定している。この間の大学名の変更、

共学化について、これまでの広報活動を強化するとともに、ホームページを活用した広

報をさらに展開し、学生募集を主体としたものから国際化に向けた大学広報として機能

を強化するよう、広報組織の改善を計画している。教育課程の内容は、人材養成目的を

より具体的に反映するものへとさらに改定し、学修と授業の支援を改善して、新入生お

よび在学生の所属学科への適応度を高め、学修成果の水準をさらに向上させる。GPA制

度については、優秀者の表彰にとどまらず、今後は一定の基準に満たない学生への履修

指導などにも利用して学生の修学に役立てていく。学生の満足度は、専門教育科目につ

いては総じて高いが、教養科目や外国語科目は低い傾向があった。そこで、学部共通科

目協議会が全教員を対象としたアンケートを実施し、その結果をふまえた検討の結果、

平成24年度には中国語の開設、留学をめざす学生のための英語科目の開設等、充実をは

かった。同大学では学長のリーダーシップは充分に発揮されており、全学に共通の 3 つ

の理念である、グローバリゼーション、イノベーション、クリエーションを中長期計画

のもとに遂行することが可能であるとしている。 

 

参考文献 
文化学園大学 2012『平成24年度大学機関別認証評価 自己点検評価書［日本高等教育
評価機構］』https://bwu.bunka.ac.jp/outline/jihee.php 
文化学園大学 2013『文化学園大学・文化学園大学短期大学部 2014』（入学案内書） 

                                            
i http://bwu.bunka.ac.jp/outline/curriculum.php 
ii http://bwu.bunka.ac.jp/news/detail.php?id=675 
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全学出動の基礎演習で初年次教育への熱意を共有 

─酪農学園大学の事例─ 

 

  小笠原正明（北海道大学） 

 

１．これまでの経緯と調査した理由 

酪農学園大学（以下、本学）は、農学系総合大学として北海道においてユ

ニークな歴史を持っている。足尾鉱山鉱毒の被害者救済運動の活動家だった

田中正造の薫陶を受けた黒澤酉蔵が、北海道に渡って酪農家の宇都宮仙太郎

に学び、酪農の普及改善のために創設した北海道酪農義塾を起源とし、戦後

に野幌機農高校となり、やがて酪農学園短期大学、酪農学園大学へと発展し

た。「健土健民」とキリスト教主義にもとづく「三愛精神」をモットーに、

持続可能な世界の実現を目指して、原点にもどって大学改革を進めようとし

ている。 

大学は 3 学部 9 学科を擁するまで発展したが、それに伴って建学の精神が

希薄になり、また大学の内容が外から見えにくくなったという。そこで全学

的な組織の再編をはかり、学士課程として一本化することにした。学士課程

では、獣医学部を除いて、専門を決めずに学生が自分自身で進む道を見いだ

す late specialization の形をとっている。2 年間の学士課程前期では、自校

教育としての「建学原論」、キャリア教育として「キャリアベーシック」、実

学教育の実践として農場実習や基礎演習を行い、リベラルアーツ、自然科学

基礎および複合教育からなる全学共通教育を行っている。これらの取組は、

教養教育カリキュラムの再編過程も含めて、新しい学士課程教育のモデルと

して全国的に注目されている。2011年に引き続いて 2013年にも調査を行い、

改革プランの進捗状態を確認し、あわせて実施上の問題点を明らかにした1。 

 

２．機関の概要 

学士課程は、農食環境学類と獣医学類の 2 学群からなる。農食環境学群は、

循環農学類、食と健康学類、環境共生学類の 3 学類、獣医学群は獣医学類及

び獣医保健看護学類の 2 学類からなる。学生数は 3,463 人、職員数は 173 人

で、中規模私立大学に分類される。認証評価は（財）日本高等教育評価機構

によって行われる。2013 年度の入試の状況は表１に示す通りである。 

 

 

                                                   
1 文中敬称および敬語的表現を省略。 
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表１ 2013 年度入学試験結果 

（学群・学類）  (入学者数)   (定員)     (受験者数)   (合格者) 

農食環境学群     609     530     1,485      991 

獣医学群 

獣医学類     133     120     2,054      361 

 獣医保健看護学類     61     50       349        121 

  大学合計    803     700   3,888    1,473 

 

３．教育に関する現状認識とその根拠 

2013 年度から新しく学長に就任した干場信司氏は、再編の結果は「非常

に良かった」と述べ、その理由を次のように説明した。 

学士課程のプログラムが整理され、整合性を持つようになってから、教

員、職員が教育に関して同じ方向を向くようになった。酪農学園大学（本

学）は実学の大学なので、学問のための学問では学生の間に学ぶ意欲が

生まれない。また、現場でも役に立たない。自然—動植物—食—人という

関係を常に意識して、教育目標のはっきりした文理融合の教育課程をつ

くることにした。再編後、選抜率がやや上がり、退学率もわずかではあ

るが減少している。年度ごとに変動するのが本学の入試の特徴だが、

2013 年度の志願者動向からみても、この傾向は確かだろう。 

組織改革のあと女子志願者が増加した。現在、入学者の 70％は道外の出身

者である。また、従来から農家出身者が 20％と他の農業系の大学に比べても

非常に多く、本学の特徴が良く表れている。なお、農食環境学群の入試は、

2012 年度はコース別に行われたが、2013 年度から学類別になった。コース

振り分けは 2 年次から行われる。希望通りに進ませているが、特に問題は生

じていないという。4 年次のゼミへの参加はコースとは無関係に行われてい

る。 

 

４．教学部門の組織体制 

学群・学類への再編は、かつて学長のトップダウンで編成された「新教育

課程運営会議」が立案し、教授会等の決定機関に提案することによって進め

られた。1 年前に一段落して、現在は休止状態にある。教務マネジメントの

組織図を図 1 に示した。教務部教務課は全体として「教育センター」に改組

された。教務 1 課と 2 課の 2 課体制とし、2 課は基盤教育主任及び副主任の

もとに、新教育課程の問題の洗い出しやその解決に専念している。カリキュ

ラム改訂の作業は、センター次長をキーパーソンとする「カリキュラム改訂
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連携 WG」が行うことになっている。この WG には 5 つの学類それぞれから

人が出ている。カリキュラムには、共通化したい部分と、学類の違いを残し

たい部分があるので、慎重に検討したいという。 

 

図１ 教務マネジメントに関わる組織図 

 

５．３つのポリシー（ＡＰ、ＣＰ、ＤＰ）の作成過程と運用 

2007 年 12 月に改革本部が発足し、学長、常任理事、学部長（3 名）、研究

科長（2 名）からなる大学・短大改革検討委員会がつくられた。2009 年 4 月

に学長指名による推進委員会が組織され、組織、カリキュラム（基盤）、同（専

門）、農場 4 つの部会に分かれて教育内容と組織の検討を行った。推進委員

会のメンバーは人物中心で選ばれ、リーダーシップが発揮できるようにした。

新しい学士課程については、最終的に学長が全学教授会で説明して決めた。

これについて、2011 年調査のときに谷山弘行前学長は次のように説明してい

た。 

CP をつくった背景として、従来の学科単位の縦型では授業コマ数が増

えすぎて教員が対応できなくなったという事情がある。新しいシステム

では教員の授業負担は 3 割削減された。学士課程を運営するためには、

教員の意識改革が必要である。マネジメントを強化するため、教育セン

ターをつくり、現在その機能と権限を検討している。基盤教育部会など

を作り、主任と副主任を任命する。旧教養教育の復活を危惧するむきも

あるが、より強化された学士課程教育を統括する組織を目指している。

学生に自己学習能力を身につけさせることが最大の課題である。DP に

ついては、カリキュラムの問題と組織の問題の 2 つがある。目標の設定

にあたっては必ず組織の問題が浮上する。教員は学生が自己学習能力を
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身につけることが第一と考えているが、教育を教員だけでしようと思う

と達成が難しく、組織として取り組む必要性を感じている。本学の教育

そのものが劣化しているわけではないので、あとはどう組織的に再構築

するか、だけだろう。この点についてモデルはないが、本学としては、

建学の精神を現代的に翻訳して、それを個々のクラスにブレークダウン

しようと思っている。 

また、2011 年の調査において、山鋪直子教授（前基盤教育主任）は語学

教育を中心として、次のように述べた。 

学習成果の把握が重要なので、学年あたり 25 ある語学クラスは、プレ

ースメントテストでこれを 5 段階に分け、それぞれ 5 クラス開設してい

る。共通テストはこれまでしていないが、高校段階における資格の利用

を考えている。これまで学部単位の FD を行ってきたが、これからは全

学 FD 委員会が FD そのものの構造化をはかって行く。全学向けの FD

の下にサブ FD を設けることになるだろう。AP は学則と近い形になっ

ている。「養成する人材が受け入れる人材である」と考えているが、新

設の学部ではあまりチェックされなかったという事情もあるので、次の

認証評価までにどのような学習をどの程度行うかを明らかにした上で、

AP、DP、CP の連関と整合性について考えたい。 

 

６．学士課程教育の特色 

農学系の学部は一本化されて 13 コースとなり、教員は学部にではなく全

学に所属することになった。1〜2 年は共通教育で、コース別の教育は 3〜4

年で行われる。複合教育として、自校教育にあたる「酪農学園学（精神遊学

舎）」が全教職員参加で行われている。毎週 2 回、朝 7 時 30 分から始める。

ここで、建学の精神を伝え、農場実習を行い、導入のための基礎教育を行う。

特に「精神」と「使命」を意識した教育を行っている。精神とは建学の理念

に相当し、使命とはその理念を実際の行動に落としものに相当する。「一年

生全員が同じ授業を受ける」「全学類の教員が講義を行う」「学ぶこと、生き

ることの基礎を教える」ことを基本方針としている。 

 

獣医学類は生産動物医療と伴侶動物医療の大きく２つの体制に分かれて

いる。社会的な動向として患畜の 6 割はペットであるが、本学は学科創設の

理念からその方向には向かわない。全国で 16 ある獣医系大学の中でもユニ

ークな立場にあると言える。コース決定は 2 年の後期に行われる。専門の単

位は 22 単位で、コースと研究室の選択はリンクしてはいない。コースはし

ばりが緩いので、コースとしての単位の質保証をどうするかが問題になって
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いる。コース・コーディネーターが重要な役割を果たすだろう。 

基礎演習は全員必修で、前期ではその一環として、クラスごとに小区画の

畑で作物を育て、朝早く登校して畑の手入れをすることを習慣づけている。

10 月初めの収穫感謝祭では、学習成果についてポスター発表が行われ、学生

中心の収穫感謝祭実行委員が協議して優秀賞を２件選定した。レポートとし

て、自分たちのグループの活動に加えて、他のグループの中から、自分たち

とは違う取組み方の違いや工夫がみられる例を少なくとも 1 つを挙げ、それ

らの内容についてまとめさせている。成績評価は、パス─ノンパスで行って

いる。基礎演習の座学部分の内容は統一テキストに基づいており、教員は自

分の専門にかかわらず担当することになっている。 

授業の組織化は、基盤教育以外でも生物実験や経済学などはチームによる

運営が行われているものの、一般に拡がってはいない。ただし、非常勤に頼

らざるを得ない授業についてはより組織化される傾向があるという。再編後

の教員の教育負担について干場学長は次のようにコメントした。 

再編によって開講コマ数は全体で 4 割削減され、非常勤講師は 7 割カッ

トされた。ただし、旧学部学科がまだ残っているので、教員は負担の軽

減を実感していないはず。新たに基礎演習に 100 人、農場実習に 100

人の教員を投入しているので、負担が増した教員も多い。もちろん、軽

減した教員もいる。基礎演習の場合に見られるように、担当の科目と自

分の専門がずれた教員も少なからずいるが、そういう場合は、負担感は

増しているはず。 

干場学長は、改革はプラスとマイナスの両面があるが、全員が教育につい

て同じ目的意識を持つことによって、マイナスの面を克服できるだろうと述

べた。 

 

７．問題点と今後の課題 

基礎演習の取組みはユニークで徹底している。教員全員が何らかの形（ロ

ーテーションなど）で係わることによって、初年次教育への熱意が共有され

ている。実際には、キリスト教学の専門家が土壌の断面図を説明しなければ

ならないなど難しい場面が生じているようだが、本学の収穫感謝祭を実見し

た範囲では、全体にうまく運営されていると感じた。 

基盤教育全体の問題点として、基礎演習、農場実習のように重点的に開発

された授業を除けば、従来と同じ「教養科目」が配置されていて、専門との

連携、専門との融合が進んでいるようには必ずしも見えない。1 年次で専門

科目が開講されておらず、学類によっては、リベラルアーツ科目を学ぶ動機

を持たせるのに苦労しているという話も聞かれた。専門との「継ぎ目のない」
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教養教育によって late specialization を実現するという前学長の意図を実現

するためには、まだ時間がかかりそうだ。 

教員には愛校心があり、教育に対する意識も高いので、干場学長が言うよ

うにマイナス面は遠からず克服されるだろう。ただし、大型化したクラスへ

の組織的支援はほとんどできていないという印象を受けた。コースマネージ

メントシステムは自分たちの手に届かないところにある、アクティブラーニ

ングはフィードバックを考えたらほとんど不可能だと考えている教員が多い

など、単位の実質化への道筋は遠い。一方で、キーパーソンに教学上の情報

を集めて改革を進める体制は、改革期には機能的で良い。当面、有効な改革

マネジメントができるだろう。次の段階として、ディシプリン別の部会のよ

うなものを組織して、専門家を取り込んで授業の組織化をはかり、大型クラ

スを中心に授業の改善を行うことが望ましい。教育改革は、専門家がその気

になってエネルギーを注ぐことによってはじめて現実のものになる。 
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中規模大学の利点を活かした民主的教学マネジメント 

─宮城学院女子大学の事例─ 

 

杉本和弘（東北大学） 

 

１．本事例の位置づけ 

大学教育において体系的・組織的な教育の実現に向けた取組みが求められている。

大学教育による学生の明確な成果が求められるなか、これまでのような教員の個人

的営みに閉じるだけで大学教育改革が進むほどに事は簡単ではない。教員間の連携

が教育の質の維持・向上に不可欠となっている。 

宮城学院女子大学（以下、宮城学院）は、収容定員 3,000名規模の中規模女子大

学であり、伝統的にその規模を一つの強みにした教学マネジメントが展開されてき

た。その意味では、いわゆる「教員間の連携と協力による組織的教育」（中教審（2012）

『新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて』15 頁）がすでにある程

度実現している事例だと言っていいかもしれない。しかし、問題のない大学は存在

しない。近年の 18歳人口の減少に伴う志願者減や学生の質低下を前に、従来の教

学マネジメントも新たな課題に直面しつつある。教務部長を務める心理行動科学科

の佐々木隆之教授と食品栄養学科長の星祐二教授にお話をうかがった。 

 

２．女子教育の伝統とその継承 

宮城学院女子大学の嚆矢は、1886（明治 19）年 9 月 18 日創立の宮城女学校に

遡る。創立以来、キリスト教精神に基づく女子教育を旨としてきた。1946 年の宮

城学院女子専門学校を経て、1949 年に北日本初の新制女子大学となって現在に至

る。これまでの同窓生は延べ 85,000名を超える。 

大学設立当初は、学芸学部 1 学部の下に英文学科と音楽科の 2 学科でスタート

した。翌 1950年には、宮城学院女子短期大学が併設され、国文科、家政科、教養

科、保育科が設置され、その後国際文化科も加えられた。大学には、家政学科（1959

年）、日本文学科（1964年）が設置されている。 

1980年には宮城学院全体が青葉区桜ヶ丘にキャンパス移転。1995年に大学院を

設置し、現在、人文科学研究科と健康栄養学研究科を有する。さらに 2000年に短

期大学を廃止し、短大各科を大学の学科へと改組している。2007 年に心理行動科

学科と児童教育学科を設置することで、現在の 10 学科体制に至った。加えて、学

科に準じる教員組織として、教養教育や外国語教育の運営を担当する一般教育科も

備えることで、教養教育の提供を組織的に支えている。 

2013年現在、学生収容定員は 3,000名、教職員数は 10学科に 84名、一般教育

科に 13名で計 97名。職員数は 75名である。 
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図表 1 宮城学院女子大学の 1学部 10学科構成 

学芸学部 

 英文学科 

 日本文学科 

 人間文化学科 

 音楽科 

 食品栄養学科 

 生活文化デザイン学科 

 発達臨床学科 

 国際文化学科 

 心理行動科学科（2007～） 

 児童教育学科（2007～） 

 

こうした歴史的変遷を辿るなかでも変わらず維持されてきたのが、女子教育の伝

統である。それはまさに、「福音主義キリスト教の精神に基づいて学校教育を行い、

神を畏れ敬い、自由かつ謙虚に真理を探究し、隣人愛に立ってすべての人の人格を

尊重し、人類の福祉と世界の平和に貢献する女性を育成すること」とする建学の精

神に則った教育が維持されてきたといっていい。大学の生き残りが厳しさを増す中、

女子大学から共学化を目指す大学もあるが、宮城学院は女子大学であることを堅持

し、特にその下で少人数教育に力を入れてきた。全国でも珍しい 1学部 10学科体

制の下、キリスト教に基づく人格教育とリベラル・アーツ教育に専心している。 

 

３．当面の課題は質保証 

そうした伝統に支えられた女子教育の場にも改革の波は迫っている。宮城学院に

とって現在の最も大きな課題は質の低下への取組みだと佐々木部長は指摘する。そ

の進み方が予想を超えて大きく、十分に対応できていないことが大きな課題だそう

だ。学生の質の低下が教育の質の低下を招くという負の循環が起きている。全国で

18 歳人口のパイをめぐって競争し、その中でどう生き残るが大学、とりわけ私立

大学共通の大きな課題となっているが、そのことは宮城学院にも当てはまる。学生

確保という点からは共学化という選択肢がなかったわけではないが、しかし宮城学

院は 100年以上も女子大学であることを誇りとしてやってきた。簡単に捨てるわけ

にはいかないと佐々木教授はいう。 

特に気になるのが人間文化学科の動向だ。近年急速に志願者が減少し、昨年度大

きく定員割れするようになった。予想外で、現在その要因分析をしているところだ

という。 

想像するに、学科の特色がわかりにくいことが影響しているかもしれないと佐々

木部長は考えている。教養系の学科は経済状況に合わせて苦戦する。ビジョンを成

果として学生に示しにくいのが課題の一つだという。 

こうした課題を前に、何をおいても志願者増が必要だと佐々木教授はいう。高校

生がどんなニーズをもっているのか。そして、どんな大学生活やキャリアイメージ

を描いてもらうのか。それらを打ち出していけるカリキュラムやディプロマ・ポリ

シーをどう示していくのかが勝負を決める。十分な志願者を確保できれば、質の低
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下を含め大方の問題を改善することにも結びつく。そのことは教員のモラールにも

影響する。小手先ではだめで、将来構想をどれほど大胆に打ち出せるかが勝負だと

強調する。 

そのためにも、受験産業からの情報を仕入れながら検討を始めているという。大

学だけで分析し判断するだけでは不十分であり、外部専門家の力にも頼りつつ、改

善策を模索している。 

 

図表 2 宮城学院女子大学の学科別入学者数（2011-2013年） 

 

 

４．教学マネジメントの特長 

宮城学院における教学マネジメントの特徴の一つは、その「規模」を活かしたも

のになっている点である。中心に位置づくのが全教員で構成される教授会だ。一つ

の教授会によって専門学科と一般教育学科を運営し、教養教育と専門教育を統一的

に検討できる場となっていることが強みだ。専門分野ごとに学部を置くという案も

以前からあるが、それではむしろ運営が難しくなるのではないかと佐々木教授は危

惧する。 

教授会の下、カリキュラムの責任を担うのは教務部委員会だ。まず、教授会で教

務部長が選出され、その後一般教育学科を含む各学科から選出された 11 名の委員

で教務部委員会が構成される。カリキュラムの執行、授業の担当者決定や計画策定

は各学科の教務部員が行い、教務部長がそれを統率する。学科の本務であるカリキ

ュラムの運営を担うという点では、学科長と合わせ、この教務部委員が重要職であ

る。 

もう一つ、宮城学院における教学マネジメントの特徴は民主的だという点にある。
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伝統的に理事会が経営的な発想のみで物事を進めることがない、理事長や学長が強

引に進めることが歴史的にないと佐々木教授はいう。それだけ教授会や関連委員会

の役割は大きくなると言わざるを得ない。 

こうした背景には、歴史的に、民主的で公明正大であることに価値を置く文化が

組織の根底にある。その典型が人事だ。教員採用は完全公募制をとり、コネが一切

働かない工夫をしているという。役員選挙も民主的な手続きが決まっていて、各委

員も全部無記名選挙でやっているという。例えば、人事計画を立てた人事計画委員

会は人事選考に関係することはできない。実際に選考を行う人事委員会も、採用す

る人材の専門分野に合わせた選挙人名簿を使って選挙で選んでいる。2年続けて選

ばれたら 3年目はできないといった措置もとる徹底ぶりだ。 

宮城学院における民主的な教学マネジメントは、例えば 3つのポリシー策定プロ

セスにも表れている。アドミッション・ポリシー（AP）は入試部が担当し、各学

科の APは案を出して入試部が取りまとめる形で策定されたが、他方、カリキュラ

ム・ポリシー（CP）とディプロマ・ポリシー（DP）は教務部委員会によって策定

されている。しかし、事前に全学の CP・DP 案を示したわけではなく、学科に呼

びかけつつ、全学と学科が並行して策定したという。各学科では、教務部委員が学

科長と協力して CP・DP を作成し、全学と学科の DP を無理に整合させるような

ことはあまりしなかったそうだ。多様な学科の差異が尊重されているといっていい

だろう。 

さらに、カリキュラムを改革する場合も学科が基本だ。学科内でカリキュラム・

マップを作成し、非常勤教員への依頼、年次配置等の変更、内容の重複調整、科目

のすり合わせがなされている。大規模なカリキュラム改革の場合であれば、定例で

開催されている学科会議で学科レベルの課題抽出と改革案の策定が行われ、それを

教務部委員会で議論し、最後に教授会に上げるという順序で進められている。 

 

５．学科運営―食品栄養学科の事例― 

宮城学院の教学マネジメントは、全教員から成る教授会や各学科選出の委員で構

成される教務部委員会を基軸としつつも、それと同時に 10学科による専門性の広

がりを活かしたボトムアップ重視のものとなっている。学芸学部の下に教養系学科

も実学系学科も包含する特性上、学科レベルにおける課題の差異を踏まえる必要が

あるからだ。 

例えば、食品栄養学科の例で見てみたい。学科長を務める星教授によれば、同学

科は実学系として、管理栄養士や養護教員の育成という教育目標が明確な学科だ。

教育到達度は、管理栄養士の国家試験の合格率や養護教員の採用状況といった外部

の客観的な成果指標で示すことが可能である。 

そもそも、管理栄養士養成施設が提供する科目は一部が厚労省から指定科目とし
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て指定される一方、共通部分は栄養改善学会によってコアカリキュラムとして決め

られている。こうしたなか、宮城学院ではリベラル・アーツを重視するとともに、

専門教育において専門性の高い授業、行政や病院の現場と連携をした授業が展開さ

れている。3年次に高齢者施設・保健所・病院等で臨地実習（4週間）を実施し、4

年次にはさらに 3週間ほど病院で実習を行う「実践栄養管理」という科目も準備さ

れている。さらに、調理技術が未熟な学生への対応として、宮城調理製菓専門学校

と協働して学ぶ機会も設けられている。 

この結果、管理栄養士の合格率は県内 1位で全国平均を上回る成果を収めている。

また、昨年度（2012年度）の卒業生からは 7 名が養護教員として採用されたとい

う。全体として 7割程度の卒業生が管理栄養士、看護教員、栄養教員等として就職

できていて、DPがほぼ達成できていると見ることができる。受験生も選抜できる

恵まれた状況にあり、優秀な学生を獲得でき、国家試験に合格していくという好循

環が維持できていると星教授は述べる。 

しかし課題もある。近年、県内外に管理栄養士養成に関わる大学が増えつつあり、

競争が激しさを増していることだ。好調だからといって安穏としていられるわけで

はない。学科には現在、11名の教員がいるが、2000年から見ると 5名減となって

いて、今後の競争激化を考えると教員補充等を図っていく必要があると星教授は見

ている。 

食品栄養学科に限らず、宮城学院における学科運営は基本的に民主的だ。学科長

は学科内の選挙や話し合いで選出され、その選出経緯からも「とりまとめ役」とい

う性格が強い。つまり、学科長によるトップダウンよりも、教員からのボトムアッ

プ型で改革が進んできた面が大きい。その中で教員が共通の目標に向かって進んで

いると星教授は述べる。 

 

６．今後の課題―機動的なマネジメントの実現に向けて 

宮城学院の教学マネジメントは、全学レベル・学科レベルの双方で民主的な運営

がなされ、その規模に応じたまとまりの良いマネジメントがなされているところが

特徴的だ。確かに、民主的であるぶん教員にとっては居心地がいいが、民主的運営

には負担も少なくない。容易に想像されるように、民主的手続きを重視すると、学

内の会議や委員会がやたらと多くなってしまうことだ。アドミニストレーションに

かかる時間が多いという不満も聞かれるという。何より、民主的運営は機動性に欠

ける面があり、それが課題への対応を遅らせている危険性を佐々木教授は指摘する。

例えば、志願者減少や質の低下への対応だ。民主的な大学運営が対応の遅れをもた

らしたり、対処を不十分なものにとどめたりしていると言えなくはない。そう考え

ると、場合によってはトップダウン的な進め方が必要な場合もあると佐々木教授は

述べる。 
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もちろん、宮城学院において、学長をはじめとした執行部による教学マネジメン

トが機能していないわけではない。学長、教務部長、学生部長、入試部長、教育研

究推進部長、図書館長、研究科長、学長補佐が 3名（特命学長補佐 1名を含む）の

計 10名で構成された協議会が毎週開催され、高等教育の動向を踏まえつつ、幅広

い問題に目配りして発案していくという。ただ、協議会で出されたものを各学科や

委員会に下ろして、さらに検討・実施が進められるということであって、必ずしも

トップダウンというわけではない。 

そこで、宮城学院ではすでに一つの試みを始めている。学長の下にタスクフォー

スとして企画調整会議を作って戦略的な大学運営を進めている。これまでの民主的

というところから少し離れて機動的であることを目指している。一つの試みだが、

将来を大きく左右する可能性がある。一方的なトップダウンに移行するのでなく、

ボトムの厚みを崩さずにトップが機動性を有するにはどうすればいいのか。その挑

戦は、同様の課題に直面する他大学の運営にとっても示唆を与えるものになるだろ

う。今後の取組みに期待したい。 
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地方私立大学における教育改革の推進 

─岡山商科大学の事例─ 

 

葛城浩一（香川大学） 

 

１．本事例の位置づけ 

岡山商科大学は、1955年に設立された吉備商科短期大学（1957年に岡山商科短期大学

と改称）を母体として、1965年に開学した大学である。開学当初は商学部商学科のみで

あったが、1991年に法経学部（法学科、経済学科）を設置し、2005年より商学部、法学

部、経済学部の3学部体制となっている。さらに2009年には、商学部を経営学部（商学

科、経営学科）に改組し、現在に至っている。 

（地方）私立大学の多くは、入試による選抜機能が十分働かないため、基礎学力や学習

習慣、学習への動機づけの欠如といった、学習面での問題を抱える学生を多く受け入れて

おり、そうした学生への対応を迫られている。同大学は、他大学に先駆けてそうした学生

への対応を行ってきたわけであるが、年々深刻さを増していく状況にどのように対応し

ているのだろうか。大﨑紘一副学長と田中潔教学部長にお話をうかがった。 

 

２．他大学に先駆けた対応－少人数教育 

 同大学の特徴的な教育は、少人数教育であるという。今でこそ社会科学系の大学・学部

で少人数教育が行われることは珍しくはなくなってきたが、同大学では少人数教育に

1980年頃から取り組んでいる。具体的には、1クラス20名程度のゼミ形式の授業を1年

次から4年次まで一貫して行ってきたのだという（通年 4単位、必修）。 

1980年代といえば、急速なマス化に歯止めをかけるため、大学進学率は 25％前後で推

移していた時期であり、学習面での問題を抱える学生の存在も今ほど問題視されていな

かった時期である。少人数教育は高校的だという風潮もあったなかで、なぜ同大学では他

大学に先駆けて少人数教育を導入したのだろうか。その理由のひとつには、同大学が単科

大学であり、しかも商科大学であったことが関係しているようである。すなわち、「商業」

という分野自体の偏差値上の位置づけが低く、同大学には学習面での問題を抱える学生

が少なからず存在していたために、少人数教育の必要性が生じていたのである。 

 その後、大学進学率が上昇したことで、学習面での問題を抱える学生の存在を問題視

する大学は少なくなくなった。そのため、現在では社会科学系であろうと少人数教育が行

われることは当たり前の状況になっている。こうした状況のなかで、他大学に先駆けて少

人数教育を行ってきた同大学はどのような「次の一手」をうっているのだろうか。 

同大学のこれまでの少人数教育は、1クラス 20名程度というクラス規模の縛りは設け
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られていたものの、教育内容についての縛りはあまり明確ではなかった。この点をふま

え、近年、学部ごとの教育内容の標準化に着手したようである。しかし現在では、教育内

容の標準化自体はそう珍しい取り組みではないため、同大学が 1980年頃から社会科学系

で少人数教育を行ってきたという実績と比べると、物足りない感じもする。同大学がその

特徴的な教育として少人数教育をアピールするためには、少人数教育を量・質ともに拡充

することが必要なのかもしれない。 

 

３．教学マネジメントの体制 

 さて、変化の激しい高等教育の世界では、少人数教育をはじめとする各種の改革事項

に対するスピーディーな対応が求められる。以下では、同大学が各種の改革事項に対し、

どのような教学マネジメント体制でのぞんでいるのかという点についてみていきたい。 

同大学で各種の改革事項に対し、まず検討がなされるのが「将来構想検討委員会」であ

る。この委員会は、「教育・研究・社会貢献の充実のため、本学の将来構想について協議・

検討する」とともに、「本学各組織の日常的な業務・事業等につき、将来構想の観点から

検討し、方向性の統一を図る」ことを目的として、2007年に設置された（括弧内は委員

会規定より）。委員は、学長、副学長、大学院長、各学部長、教学部長、入試部長、キャ

リアセンター長、産学官連携センター長、事務局長、その他学長が指名する者から構成さ

れている。この委員会で、各種の改革事項についての意見が交わされ、方向性が示された

ところで、具体的な議論は教授会や教学委員会等に委ねられる。この委員会が毎週行われ

ることを考えれば、スピーディーな対応を可能とする教学マネジメントの体制だといえ

る。 

 なお、この委員会の前身は「連絡会」と呼ばれるものである。もともとこの連絡会は、

学長から「情報が伝わりにくい」という指摘を受けて、情報を共有するための機会として

不定期で行われていたものである。それが2007年に受けた認証評価を契機として定期的

に行われるようになり、後に現在の名称に変更されている。 

 

４．3つのポリシーの策定 

 3つのポリシーについての検討がなされたのも、将来構想検討委員会である。2007年

に認証評価を受けた際に、評価機関から3つのポリシーについての質問があり、それが3

つのポリシーについて検討を始めるひとつの契機となったようである。3つのポリシーは

この委員会で方向性が示された後、具体的な議論は、ディプロマ・ポリシーとアドミッシ

ョン・ポリシーについては学部に、カリキュラム・ポリシーについては教学部長に委ねら

れた。2010年には 3つのポリシーが策定されているが、2013年度に 3つのポリシーの

整合性の観点から見直しが行われている（2014年度公開予定）。 
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 さて、同大学の3つのポリシーであるが、他大学と比べて特異な点がひとつある。それ

は、ディプロマ・ポリシーは大学単位及び学部単位、アドミッション・ポリシーは学科単

位の記述であるにもかかわらず、カリキュラム・ポリシーは大学単位の記述であるという

点である（下表参照）。 
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吉田（2013）は、カリキュラム・ポリシーを「大学全体や学部・学科・課程等の教育上

の目的および学位授与の方針に示された具体的な学習成果を達成するために、教育内容

を順次性に配慮しながら体系化し、必要な授業科目を開設して教育を行う方針」（99 頁）

と定義している。この定義によるならば、カリキュラム・ポリシーの上位にあるディプロ

マ・ポリシーが学部単位で記述されているのだから、そこに示された「具体的な学習成果

を達成するために」、カリキュラム・ポリシーが学部単位で記述されるのが定石のように

も思う。しかし先述のように、同大学のカリキュラム・ポリシーは大学単位で記述されて

いる。 

このことにも、同大学がもともと単科大学であったことが関係しているようである。す

なわち、同大学は商学部を母体として、現在の3学部体制になっていることもあり、学部

ごとに対応した事務部門は存在していない。そのため、学部ごとにカリキュラム・ポリシ

ーをつくらせてしまうとカリキュラムが成り立たなくなるとの判断から、最初からカリ

キュラム・ポリシーは大学単位の記述とすることが決定していたようである。 

 さて、同大学のカリキュラム・ポリシーの中で、一際興味深かったのは、単位制度の実

質化に関わる文言を盛り込んでいるという点である。すなわち、「各授業科目の単位数は

1単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって構成する」という文言が盛

り込まれている。2012年に中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質

的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～」が出され、各大

学とも単位制度の実質化という課題に取り組まざるをえないものの、その実現の難しさ

から手をこまねている状況のなかで、カリキュラム・ポリシーに明確に掲げている点は高

く評価できる。しかもこの文言は、先述の答申が出される前から盛り込まれているという

のだからなおさらである。 

ただし、そのためにどのような取り組みを行っているかという点については、明確な回

答を得ることはできなかった。多くの大学がなかなか踏み込めずにいる単位制度の実質

化という課題に大きく踏み込んでいるという点では、同大学は他の大学に先んじている

といえる。今後はそれを実現するための取り組みにまで踏み込むことで、単位制度の実質

化のモデルケースを目指していただきたいと考える。 

 

５．改革の評価と今後の課題 

 同大学は定員充足という点からみれば苦戦している大学のひとつである。同大学は、

教育にしっかり取り組んでいるという自負もあり、産業界からは相応の評価がされてい

るのだが、受験者の増加にはつながっていかないことを歯がゆく感じている。受験者の増

加につながっていかないことの要因には複数考えられるが、改革事項への対応が受験生

をもう少し意識して行われれば、その状況は少しは改善するのかもしれないと感じた。 
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例えば、カリキュラム・ポリシーは、高校生に向けて当該大学においてどのような教育

が行われているかを端的に示す重要なツールのひとつである。しかし先述のように、同大

学のカリキュラム・ポリシーは大学単位で記述されている。たとえそこに、学部ごとに対

応した事務部門が存在していないという大学側の事情があったとしても、受験生に向け

ての情報発信という点からみれば、（誰がつくろうが）学部別のカリキュラム・ポリシー

を設けておいた方が良いように感じた。訪問調査を通して、3つのポリシーを精緻につく

っている大学のなかには、高校の進路指導教員に評価されているケースもあることを知

るにつけ、そうした思いを強くした次第である。 

 

参考文献 

吉田香奈（2013）「カリキュラム・ポリシー」濱名篤・川嶋太津夫・山田礼子・小笠原正

明編『大学改革を成功に導くキーワード 30－「大学冬の時代」を生き抜くために－』学

事出版、99－104頁。 
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ビジネス・モデルを導入した方針管理制度 

─静岡産業大学の事例─ 

 

杉谷祐美子（青山学院大学） 

濱名  篤（関西国際大学） 

 

１．本事例の位置づけ 

静岡産業大学は、1994年、磐田市と学校法人第二静岡学園（現、新静岡学園）との公

私協力方式により開学した大学である。開学当初から静岡の「県民大学」であると明言

し、「人材、知識、情報、アイディアなどの提供」、「新産業の創造への取り組み」ととも

に、「静岡県や磐田市、藤枝市の地域社会の発展に寄与できる人材の育成」を大学の大き

な目標に掲げている（大学HPiより）。 

このように、ステイクホルダーとしての地域のニーズに応えつつ、「産業大学」という

名称にある通り、とりわけ産業への貢献と産業界との連携を意識した大学として位置づ

けられる。2013年5月現在、経営学部（経営学科、スポーツ経営学科、経営心理学科）

と情報学部（情報デザイン学科、国際情報学科）から構成される 2学部 5学科体制をと

り、学生数は2,106名、専任教員数は65名である。 

地域や産業との結びつきを重視したミッションの明確な大学において、どのようなマ

ネジメントを行っているのか、大坪檀理事長、三枝幸文学長、伊藤崇裕事務局長からお

話をうかがった。 

 

２．教育の特色と地域との結びつき 

静岡産業大学では、各学生の潜在能力を伸ばして「大化け」させる、いいかえれば学

生の能力を引き出してその力を発揮できるようにサポートする、体験型学習を中心とし

た教育第一主義をモットーとしている。図1にあるように、「スポーツ」「ビジネス」「デ

ザイン」の分野などにおいて、授業を超えて社会と関わることのできる場が用意され、

学生が実践力や行動力を身につけることが目指されている。 

こうした教育を効果的に行うために、教員の教育力や研究力の育成に力を入れ、ティ

ーチングメソッド研究会（現在は、ラーニングメソッド研究会）を開いたり、またベス

ト・ティーチャー賞、博士号取得の表彰などの顕彰も行ったりしている。さらに、教員

のみならず職員の士気を高めるために、職員の「大化け提案＆一善一改革運動」を進め

ている。これは人事基本理念に示された事務職員の少数精鋭化を図るため、事務職員と

して自ら、または所属する組織が大化けするための具体的な提案を行ったり（大化け提

案）、心温まる行いや奉仕による善行の実績報告をしたり（一善報告）、仕事のやり方を
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見直すなど、職務の効率を上げる事例を数値評価し報告したり（一改革報告）すること

であるii。2つのキャンパスそれぞれで予選を通過した職員に、1年に 1回開催される発

表会でプレゼンをしてもらい、優秀事例を表彰し、表彰状と賞金を授与している。 

県内出身の学生は約 8 割。開学の経緯にもあるように、第一に磐田市、第二に静岡の

産業への貢献を考えているという。入学式・卒業式には市長が出席する。また、地域社

会全体で学生を育てようと、年に 1 回、参与会という形で市長や地域産業とも積極的に

情報交換（予備会も 1 回あり）を行い、大学からは公開講座及びパソコン講座、寄付講

座（冠講座）、単位互換制度、施設の利用状況、就職状況等について説明している。寄付

講座以外に、産業アーカイブ（産業考古品展示場）への寄贈品も少なくなく、企業出身

者の教員は経営学部で約 3分の 1の割合を占めている。就職支援室が中心となり、年間

1000社以上に人材ニーズ調査なども行っており、地域のリソースを吸い上げるチャンネ

ルは十分に整っている。 

 

 
図1 SSUの体験型学習メニュー（大学HPより） 

 

３．教学部門の組織体制 

 基本的な会議体としては、学部教授会や各種委員会がある。その上の大学運営会議は、

学長、学部長、事務局長他管理職、場合によっては各種委員会委員長等、事務職中心で

構成され、ここで事前の協議・意見交換・調整等、いわば地ならしを行い、大学協議会

（学長・学部長等教員中心）で正式に意思決定する。場合によっては、これを学内者中
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心の常任理事会、または理事会で承認する。また、監査室が日常的に財務、業務の監査

を行い（内部監査）、そのうえで、外部幹事2名と外部公認会計士による厳しい監査が行

われる。すなわち、権限委譲と職務分掌を徹底している。 

理事長、学長、学部長の任期は4年。以前は、学長任期は2年だったが4年に延ばし

て、再任1回のみとした。学長は間接選挙で選ばれる。各学部 2名ずつ、事務2名、理

事 2名の計 8名で候補者1名を挙げ、これを理事長が決定して理事会に報告する。学部

長については教員による直接選挙を行い、それを参考にして学長が決定し、理事長はそ

の決定を尊重する。 

現在の大学を築いたのは、大坪檀理事長（前学長）と三枝幸文学長（前経営学部長、

前副学長）との 11 年間にわたる二人三脚の体制によるところが大きい。「時代の変化に

早く気付いて、早く意思決定し、早く行動する」ことを強く意識して、これまで大学運

営に取り組んできた。ただし、独断で決めることなく、ルール、組織、透明性、信頼性

の 4 つを重要な問題ととらえ、情報共有と分権的な責任共有を心掛け、会議体にかける

方針を貫いてきた。その組織体制と独自の方針管理制度（システム）については次節の

通りである。 

 

４．方針の策定と組織的な継承・発展 

 「ディプロマ・ポリシー」といった言葉こそ用いていないものの、各学部の教育目標

は存在し、育成すべき人材像、身につけるべき能力や技能などの形で表現され、HP 上

に公表されている。 

 静岡産業大学では、図 2 のように、独自の方針管理制度（システム）をとり、情報共

有を図るとともに、方針作成過程で予算をつけるようにしている。毎年度、「教育・運営

方針」を冊子体にしてまとめ、学校法人新静岡学園宣言、人事基本理念、学部の教育目

標、理事長方針、学長方針、図書館長方針、学部長方針、大学事務局長方針を掲げてい

る。これらの方針には一定の整合性が図られている。他方、個々の教員も教育研究活動

等実践目標を定めて「教育研究活動等実践目標計画書」を作成し、1 年後には「教育研

究活動等実践報告書」として、包括的な自己評価を行い、それが全教職員に公表される

ようになっている。 
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図2 大学の方針管理制度（『静岡産業大学自己評価報告書・本編』2008 年 iii、p.100より） 

 

その他、学長、学部長、各委員会委員長、事務局長、各課長等、さらには中学校、高

等学校も同様に、毎月、実践報告、提案、問題提起等を書き、1 冊のレポート「業務報

告書」にまとめられている。これには理事長のチェックやコメントが追記され、それが

学内で回覧されることになっている（今後は、インターネットに移行する予定）。法人全

体に公表されるため、役職者であるかぎり、記入しない教職員はおらず、理事長の追記

によってトップの関心事もわかるような仕組みとなっている。 

 小規模な大学ゆえに、トップが考えていることは比較的伝わりやすく、またボトムの

考えもできるだけ把握するように努めている。理事長が教授会に年 2 回出席したり、4

年に 1回、契約更新時（教員の任期は 4年）に、理事長と学長が教員と面談をしたりす

る。また、教授会の前の週に開かれる全委員会の委員長で構成される運営委員会などで

は、教授会や教員の話題などが、インフォーマルな形で情報共有される。大坪理事長に

よれば、教員との面談では必ず「あなたは、この大学にいてhappyですか？」と尋ねる

という。任期満了時に契約を打ち切ることを前提にしているわけではなく、各教員の雇

用環境や職場への満足度なども確認しながら、対話をしていく。先の「教育研究活動等

実践報告書」なども勤務評定に利用するのではなく、方針管理制度には適度なゆるやか

さや自由度が確保されているといってよいだろう。 

 なお、基本的に、やりたいという要望にはすべて予算をつけるが、「経費 10％削減を

するつもりでやるようにと執行責任をもたせる」という方針である。その結果、当初は

赤字予算だったものが黒字収支になることもあるという。 

 カリキュラム変更は、2 キャンパスということもあるが、学部がユニットとなり、学

部長を中心に教務委員長と検討して決める。教務委員の一部は就職委員と兼務しており、

委員の選任には重きをおき、学部長が学長と相談して検討する。 

 アウトカム・アセスメントは就職率を重視し、市場社会が評価すると考えている。 
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５．今後の課題 

 当面の具体的な課題としては、フィールド・ワークを行える教員の確保、地域からの

受託研究、教員と自治体職員との交流などが挙げられる。短期的には、ディプロマ・ポ

リシー、カリキュラム・ポリシーの策定が必要となるだろう。また、これからの教養と

は何かを考えることも重要であり、大学が社会のニーズに合うようにさらに変わってい

くことも必要と考えている。 

 大坪理事長いわく、かねてより、大学教員の養成は日本にとって重要な課題だと認識

してきたが、本学でも、教育だけでなく経営のできる教員を採用・育成することが非常

に難しい課題であることを痛感しているという。 

 理事長自身が米国で MBA を取得し、ブリヂストンでのビジネスマンとしての豊富な

経験をもつことから、静岡産業大学はビジネス・モデルにおけるPDCAサイクルが徹底

されている事例と捉えることができよう。しかし、それは同大学が地域や産業との結び

つきをミッションに掲げ、企業出身者の教員が一定数存在し、体験型学習や産業界との

交流に重点を置いているからこそ円滑に機能しているとも考えられる。また、小規模大

学であるからこそ、トップとボトムとの情報共有も可能なのではないだろうか。異なる

ミッションをもつ大学組織への、このモデルの適用可能性については、トップマネジメ

ントの世代交代などの後の展開を見定める必要があろう。 

 

                                            
i 静岡産業大学ホームページ（http://www.ssu.ac.jp/） 
ii 学校法人新静岡学園『平成 25年度大化け提案＆ひとり一善一改革運動 最終結果・優秀事

例』 
iii 静岡産業大学『静岡産業大学自己評価報告書・本編［日本高等教育評価機構］』平成20年

6月（http://www.ssu.ac.jp/jihee/file/h20houkokusyo.pdf） 
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地域貢献を通じた主体的学びを実践する教育の定着と運用 

─松本大学の事例─ 

 

松村直樹（株式会社リアセック） 

 

１． 本事例の位置づけ 

学校法人松商学園が経営する松本大学は、1898年長野県松本市に創立された戊戌学会

に端を発し、その後松本商業学校、松商学園短期大学を経て、2002年4年制大学として

設立された。現在は、情報化時代の企業経営にかかわる「総合経営学部」（2 学科）、地

域社会の健康づくりにかかわる理系要素の強い「人間健康学部」（2 学科）、および大学

院修士課程「健康科学研究科」から構成され、2013年5月現在、在籍者数1489名、専

任教員65名の比較的小規模な大学である。 

 開学にあたっては、若者の県外流出を問題視した行政も出資。松本市、長野県、松商

学園の 3 者が 1/3 ずつを出し合って設立された経緯から、大学の使命・目的は、当初よ

り「地域社会に貢献できる人材の育成」とされたⅰ。以降、地域に視点を据えた教育研究

を進め、2009年には日経グローカル誌の「全国大学地域貢献度ランキング」で私学第１

位を獲得。2013年には文部科学省の「地(知)の拠点整備事業（大学COC事業）」に採択

されるなど、地域社会と緊密に連携して人材育成を行っている大学といえよう。 

 教学マネジメントの方法論として、組織や制度といった枠組みをどんなに整えようと、

それが学生の「主体的な学び」（あるいはその意欲）に繋がらなければ意味は無い。同大

学が、地域との連携を通じ、如何にして「学ぶ意欲を醸成する教育」を確立し定着させ

てきたか、住吉廣行学長と総務課柴田幸一課長にうかがった。 

 

２． 教育の特色：学修の意欲を引き出すアウトキャンパス・スタディ 

地域社会の現場で、学び、考え、議論し、行動するために、正課授業の中に組み込ま

れる松本大学独自の授業スタイルにアウトキャンパス・スタディがある。「例えば、学生

にいきなりTPPの話をしてもなんのことかわからない。わからないから勉強する気にな

らない。そんな時、まず、農協の青年部へ行き、毎日の生活を語ってもらう。そこでは

『朝何時に起きるとか、年収はいくらくらいで、耕運機を買ったローンを返したら幾ら

しか残らないとか』そういう生々しい話が聞ける。学校に帰り、教室内での学び（イン

キャンパス・スタディ）を通して、何故あんな状況になるのかを振り返る。貿易の問題

でもあると気付くと今度は、企業に出向いて輸出入の話しを聞いてみるかということに

なる。その過程を通じてTPPの本質が理解されてくる。その間に、徐々に『ではこの問

題をどうすれば解決できそうか』を学生に考えさせ実践してみようという気持ちにさせ



58 

る。その実践が上手くいけば、新聞が学生の取り組みを取り上げてくれて、紙面に写真

も載る。活動を知った近隣の人達が、松本大学の学生さんはよくやってくれていると褒

めてくれる。そうなれば学生もやる気になる」。このような好循環を生むことが、アウト

キャンパス・スタディという教育手法の本質であると住吉学長は言う。 

アウトキャンパス・スタディの原型は、阪神淡路大震災の後に、ボランティア活動を

単位化しようと現学長が発案したことがきっかけとなっている。地域貢献をミッション

に掲げる同校ではあるが、発案当初は「何故ボランティア活動で単位が付くのか」と反

対意見も多かった。その状況が転換したひとつのエピソードがある。「まだ短大の当時、

アイデアを実現するために、白戸洋先生（現総合経営学部教授）を非常勤で招き、「社会

活動」という科目を一つ開設した。その年、この件に猛反対していたある先生のゼミ生

に、欠席が多くこのままでは卒業が危ぶまれる女子学生が 2 人いた。この 2 人に、白戸

先生が、市から依頼された松本城 400 年祭のボランティア活動をやらせることに。はじ

めは嫌がっていた学生達だったが、夏休みが終わって学校に戻ってくる頃には態度が一

変。実社会で必要な実力を痛感する一方で、自分の成果をちゃんと認めて褒めてもらえ

る。そんな体験を通じて、やる気満々になって学校に戻ってきた。反対していた先生も

「自分が一生懸命やって駄目だったのに、実社会の体験にはこれほどの効果があるのか」

と納得し、ボランティア活動の単位化に理解を示してくれるようになった。これが転機

となり、翌年、白戸先生が常勤として短大に着任されて以降、活動が更に進むようにな

った」（住吉学長）。短大時代に端を発した地域社会を題材にする授業は、4 年制大学で

も踏襲され、2013年度の学内調べでは、シラバスに地域連携を明示している授業だけで

も47科目、履修者数で延べ3687名にまで達している。アウトキャンパス・スタディを

実施するために、今ではバス 3 台とワゴン車合わせて 4 台が運転手付きで用意されてお

り、学生の学外への移動に配慮がなされている。 

多くの学生が体験するアウトキャンパス・スタディではあるが、授業に組み込むこと

が制度化されていたり、強制されたりするものではない。組織浸透の鍵について、「特別

な勉強会を開催しているわけではない。自分が書いたものを全員に配布したり、FD で

話す機会も度々あるが、（浸透に功を奏しているのは）新聞などマスコミの力が大きい。

（それらの記事は）コピーをとって、先生が集まるスペースに毎日置いてある。多い時

は10枚くらいずらっと並ぶ時もある。取り上げられた記事を見ることで、この先生はこ

んなことをやっているのかとか、自分にもこれはやれそうだとか、先生自身が学んだり、

動機付けられたりする機会となっている」と住吉学長は言う。日本私立学校振興・共済

事業団が 2012 年に発行した戦略的な連携・共同事例集ⅱの中では、「地元の新聞には松

本大学の記事が年間 350件ほど掲載され、関連記事を見ない日はほとんどない」と記述

されている。 
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３． 教育の特色：正課外で地域と連携する組織体制 

地域の中で展開する教育は、正課だけにとどまらず正課外においても実行されている。

そこで機能しているのが、充実した組織体制だ（図1）。学生と地域の窓口となる「地域

づくり考房『ゆめ』」、人間健康学部の専門性を生かす活動を支援する「地域健康支援ス

テーション」、地域をテーマに研究･実践をすすめる「地域総合研究センター」という 3

つの組織に、それぞれ専任の教職員が配置されている。地域づくり考房『ゆめ』と地域

健康支援ステーションの活動は、学生主体に展開されるが、学生の専門性の深まりとと

もにその内容の充実度が高まるため、年次を追ってやり甲斐が増すという好循環を創り

出しているⅲ。 

        

図 1 松本大学ＣＯＣ（Center Of Community）機能の概要（出典：リクルートカレッジマネジメント 179）  

授業だけにとどまらず、学生生活のあらゆる場面で地域と接するための支援は、開学

当初は、教員の活動支援機関である「地域総合研究センター」で、学生を巻き込む形で

展開されていたが、徐々に学生主体の活動が活発化したことを受け、2005年、大学の学

びを地域で実践することを目的に「地域づくり考房『ゆめ』」が開設された。開設の経緯

について住吉学長は、金沢工業大学の「夢考房」に関する書籍を読んだことがきっかけ

と語る。「夢考房に参加する学生は、自分の興味に基づいて自主的に勉強を深めてゆく。

そのテーマが夢考房はロボットだとすると、本学は社会科学系だから、ロボットに対応

するものは何かと考えた。結果、工学におけるロボットは、社会科学では地域だと思い

至った」。学生側からプロジェクトを地域に提案することもあるが、今や年間 200件を超

える地域の要望が考房『ゆめ』に入ってくる。学生は希望の案件に随時申し込むことに

なっており、年間延べ約 1000 人（2013 年時点）が地域の要望に応えている。中には、

単に無報酬のアルバイトで、教育的な観点に乏しいものもあり、そのようなケースは、

申込み時に専任教員から内容について吟味するよう指導が入る。当初センター長は学長

が務め、学長のリーダーシップのもと運営されていた。今では、考房『ゆめ』が取り組

む案件は、全て専任教員と外部委員からなるセンター運営委員会の検討を経ることにな

っており、正課内で行われる地域活動は、教務委員会（あるいは担当教員）と連携しな

がら活動の検討がなされる。 
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「地域健康支援ステーション」は、2009年度に教育GPに採択された「食の課題解決

に向けた質の高い学士の育成」の目標達成に向けて 2010 年に開設された。人間健康学

部で培った能力を地域社会で活かすために、地元企業や団体・個人からの要望に応じ、

栄養管理や健康増進に関する講師派遣、メニュー開発、栄養指導、体力測定、健康づく

り、有線放送による健康情報の提供などの活動を行っている。2011年度の年間活動日数

は計26日で、延べ256名の学生が参加したⅳ。組織的には、人間健康学部に附置された

運営委員会によって活動の検討がなされ、専任の教職員と管理栄養士が配置されている。 

 

４．教育目標と実現のための諸施策 

 3つのポリシー（DP、CP、AP）は学部ごとに定められ、HP上で公開されている。 

総合経営学部を例に見てみるとⅴ、 

 

とあり、他学部においても同様の書式で記載されている。 

FD、SDについては、2012年、それまでのFD委員会から、「教職協働の強化」を目的

にFD・SD委員会へと組織変更がなされ、中間アンケート・授業アンケートを活用した教

育改革や、FD・SD研修会を運営している。同大学がFD・SDと並んで力を入れようとし

ているのがIRである。DP・CPの目標達成にむけて、FD・SDによって教職員の意識改

1) 総合経営学部のディプロマポリシー  

  総合経営学部は、取得単位上の卒業要件を満たしたうえで、次の目標を達成した学生に学士の学位を授与する。  

①倫理観を含め、社会で活動するための基本的な人間性を身につけている。  

②マナー・コミュニケーション等、社会人としての基礎能力を身につけている。  

③地域社会について理解し、地域一般に関する知識を身につけている。 

2) 総合経営学部のカリキュラムポリシー  

■教育課程の編成方針  

総合経営学部は、大学の使命・目的および学部としての人材養成目的を達成するため、次の方針に沿って教育課程を編成し実施する。  

①人間形成に関わる教養教育を重視する観点から、学生がすべての年次にわたって教養教育を受けられるようにする。  

②マナー・コミュニケーション等の基礎能力育成のため、実践的教養教育を充実させる。  

③入学前から就職決定まで一貫した体系的キャリア教育を組み込む。 

■教育方法に関する方針  

総合経営学部は、大学の使命・目的および学部としての人材養成目的を達成するため、次の教育方法を取り入れる。  

①地域社会を理解し、理論と実践のバランスよい教育を実現するため、正課教育として地域での実践活動を導入する。  

②ゼミナールを中心とした少人数教育を通じて、学生個々の状況を把握し効果的な教育を実現する。  

3) 総合経営学部のアドミッションポリシー  

①会社や組織、社会を維持・発展させる“経営”に強い興味を持つ人  

②将来のビジネスの具体的な夢を持ち、実現のための強い意志を持つ人  

③社会を豊かにする様々な知識や新しい技術の習得と活用に強い意欲のある人  

④未来の自分の礎となるような努力の成果を持ち、それを誇りを持って熱く語れる人 



61 

革やスキルアップを図ることは重要な施策ではある。しかし、データに基づいて教育の

成果を把握・分析し、科学的根拠をもって提示することができれば、それは教学マネジ

メントの強力なツールとして、さらに威力を発揮する。松本大学では、データを常時管

理する職員と現場の教員が協働し、専門のIR推進委員会を運営しているⅲ。その成果とし

て、近年学内で注目されているのが「GPA分布の年次変化」なる指標である。これは各

入学年度の学生のGPA分布の4年間の年次変化を、学科ごとに見るもので、CPの目標設

定が機能し、年次を追って学生の専門性とそれに対する興味が高まれば、GPAの分布が

高い方へシフトすることを想定している。結果を見て、想定通りに分布が変化していな

い学科に関しては、学生の興味の引き出しに成功していないのではないかと考え、カリ

キュラム・マップの精査を含め、カリキュラムの改善が求められるⅵ。 

 正課教育（講義・演習・ゼミ）における地域連携教育は、組織的には、全学教務委員

会と各学部の教務部会との連携でマネジメントされている。一方で、同大学の特色ある

教育は、各センターによる正課外教育が一翼を担っていることは前述の通りである。全

学的ガバナンスの強化と、地域活動と就職の連動を目的に、キャリアセンター、考房『ゆ

め』・地域総合研究センターの各運営委員会、および教務委員会を構成員とする「地域連

携戦略委員会」が、2012年より立ち上げられたⅳ。 

 

５．まとめと今後の課題 

 松本大学において、学生の主体的な学びを動機付けているものが「地域の中での実体

験を通じた内省や、地域から受ける評価・賞賛」であるとすれば、教職員の熱心な教育

を動機付けているものは「地域活動を通じた学生達の成長実感」である。今回の事例研

究を通じて、学生、教職員両者のモチベーションサイクルが、見事に循環している様子

を感じることができた。そのサイクルの好循環を維持・継続させているものは、3 つの

ポリシーと、それを実現するためのFD・SD、IRの諸施策、およびその運用組織であろ

う。それらは組織論でいうこところの「公式化」に相応する。一方で、同大学には、組

織に一貫性をもたらすもう一つの要素として「組織文化」が定着している。組織文化の

浸透には、一般にエピソードやシンボル、言語等の存在が必要とされるが、例えばエピ

ソードは、様々な広報物やマスコミの取材記事によって、「地域活動による学生の成長物

語り」が頻繁に組織にフィードバックされている。シンボルには、考房『ゆめ』に代表

される地域連携支援センターの存在があげられる。さらに、アイデンティティの源とな

る組織言語には、『地域』を含む学内用語の数々がまさに該当すると考えられる。 

 このように、公式化された諸施策と、組織文化の定着によって「地域貢献人材の育成」

に成果をあげている同校ではあるが、その輩出という面に課題が残る。学生の活発な活

動が進む一方で、その活動を活かした就職に結びつかない実態があるようだⅳ。今後は、



62 

大学での学びを活かした満足できる就職が実現するよう、地域連携戦略委員会を中心と

した活動に期待が寄せられる。 

             

 

 

ⅰ 松本大学（2009）「松本大学自己評価報告書 [日本高等教育評価機構]」 

ⅱ 日本私立学校振興・共済事業団（2012）「戦略的な連携・共同事業事例集」 

ⅲ 住吉廣行（2013）「Center Of Community(COC)の役割を果たせる大学へ」私学経営 459 号 

ⅳ 松本大学（2012）「就職支援と一体化する『地域まるごとキャンパス』」-H23 年度 未来経営戦略推進経費採択事業 報告書- 

ⅴ 松本大学 HP 情報公表ページ http://www.matsumoto-u.ac.jp/introduction/information/list.php （2014／03／30 確認） 

ⅵ 浜崎央  他（2013）「カリキュラム・ポリシーの成功度を評価する指標の開発」大学教育学会第 35 回大会自由発表資料 
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小規模大学における教学改革の推進 

─仙台白百合女子大学の事例─ 

 

串本 剛（東北大学） 

 

１．本事例の位置づけ 

 教育改革を進めようとする場合、大学の規模は大きい方がいいのか、小さい方

がいいのか。学長のリーダーシップを強調する昨今の大学教育改革論iを前提に

考えると、小規模大学の方が、リーダーシップの発揮と合意形成は容易なように

思える。しかし実際には、小規模大学において学長の改革進捗状況に関する自己

評価は低く、「改革の小道具」の導入状況も遅れがちあるii。 

 この矛盾を解くこと自体は本稿の目的を逸脱するが、「学内構成員のうちから、

改革を主導しようとする人物が出現する確率」が一様であると想定することによ

って、ひとつの可能性を示すことができる。大学が小さく教員が少なければ、そ

の分、主導者は得難いことになるからだ。では、一般的傾向に抗して小規模大学

で改革が進む実際は、どの様なものなのか。本稿が取り上げる仙台白百合女子大

学は、1 学部 4 学科（人間発達学科、心理福祉学科、健康栄養学科、グローバル・

スタディーズ学科）に 1,000 名あまりの学生が学ぶ、カソリック系の小規模女子

大学である。1893 年に創設された仙台女学校に端を発し、1966 年設置の仙台白

百合短期大学を経て、1996 年に開学した。2013年 5 月 1 日現在、専任教員数は

62 名、非常勤講師教員数は 130 名となっている。 

 同大学には、教授会の下に 6 つの常設委員会があり、教務、学生、入試広報、

図書の委員長は、事務系列の役職である事務部長も兼任している。この他に、学

長を長とする委員会が 8 つあるほか、学科長と学長と学部長からなる学科長会、

学科長会と委員長から構成される協議会があるiii。多くの案件は協議会で揉まれ

た後、教授会で審議・承認される仕組みとなっている。 

 この大学において、リーダーシップを発揮し各種改革を先導しているひとりが、

心理福祉学科の白川充教授である。同教授は 2013 年度より教務部長を務めてい

るが、その前に 3 期（3 年）学生部長を経験している。教務部長着任に際しては、

別のワーキンググループで教学改革案を練り、改革方針についてあらかじめ教授

会の承認を得ることで、改革を進めやすくする工夫をしたそうである。 
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２．教育方針の明示 

 仙台白百合女子大学が取り組んでいる改革のうち、目に見える成果のひとつは、

教育方針の明文化と公表である。表 1 には卒業認定・学位授与に関する方針を、

大学のウェブ・ページivから転記してまとめている。 

表 1 卒業認定・学位授与に関する方針 

人間学部 

仙台白百合女子大学で以下のような能力を身につけ、かつ、所定の単位を取得した学生

は、卒業が認定される。 

（1）本学の教育の理念であるキリスト教の精神に基づいた人間の理解や援助に関する

専門的知識と社会の変化に積極的な対応ができる能力として判断力・思考力・実践力を

持っている。 

（2）共通科目の多角的学際的な学びを通した、自然・人間・社会等について幅広い知

識を探究する能力と専攻分野にとらわれない広い視野を持ち、豊かな教養と感性を身に

つけている。 

（3）学科・専攻における体系的学修を通じ、現代社会の多様な問題についての洞察力

や創造力、そして考察力を持っている。 

グローバル・スタディーズ学科 

所定の単位を修め、以下のような能力を身につけた学生は卒業が認定される。 

（1）グローバル化の進む国際社会における多様な社会的文化的な状況や構造・システ

ムを幅広い専門的知識の探究を通して多角的に理解している。 

（2）グローバル社会で活躍するために、英語等の外国語の運用能力や実践的なコミュ

ニケーション能力を身につけている。 

（3）グローバル社会で生じる歪みや社会的不正義の問題について批判力を持ち、その

解決へ向けて動き出すための創造力や主体的な行動力を有する。 

心理福祉学科 

所定の単位を修め、以下のような能力を身につけた学生は卒業が認定される。 

（1）より良い人間生活をめざし、医療・福祉・教育などの多分野に渡り、人間理解と

実践行動がとれる。 

（2）広く社会に貢献するために無限の人間の力を尊重する態度を持ち、それを実践す

るための福祉の知識と技術を身につけている。 

（3）広く社会に貢献するための科学的な人間理解の態度を備え、そのための心理学的

な知識と方法を身につけている。 

人間発達学科 

所定の単位を修め、以下のような能力を身につけた学生は卒業が認定される。 

（1）子どもの発達についての知識と支援の技術を有している。 

（2）子どもの発達に対する強い関心とその支援に熱い情熱を持っている。 

（3）保育・教育についての実践的指導力を身につけ、保育・教育をとおして社会貢献

ができる。 

健康栄養学科 

所定の単位を修め、以下のような能力を身につけた学生は卒業が認定される。 

（1）専門職として適切な態度、論理やコミュニケーション力を備え、真摯な姿勢を身

につけている。 

（2）管理栄養士国家試験を受験し、合格できる十分な知識と能力を身につけている。 

（3）個人または集団のよりよい健康状態の実現を目的として、指導・教育できる専門

知識とスキルを展開し、社会に貢献できる能力を身につけている。 

 



65 

白川教授によると、こうした方針の作成は、学士課程答申を受け 2009 年頃協

議会で発案され、対応する組織で検討が進められたそうである。学部のポリシー

と学科のポリシーは並行して作られたため、整合性などは不十分であり、また共

通教育に関しては、統括する組織がないため独自のポリシーもなく、学科のポリ

シー内での取り込みには温度差があるとのことである。 

 指摘された通りの弱点があることは否めないが、方針が学生を主語にして書か

れているところを見ると、学内でのコンセンサスに従って文章が作成されている

ことがわかる。各学科のウェブ・ページには上記の所謂ディプロマ・ポリシーに

加え、カリキュラム・ポリシーや学科毎の個性を反映したカリキュラム体系図も

共通して掲載されており、一層の統一感を感じさせる。 

 さらに、心理福祉学科ではカリキュラムマップも作成し公表しているv。3 つ

の目標について「態度・倫理」、「技術・方法」、「知識・理解」の領域を設け、学

科で提供される科目が、各領域にどの程度係わっているかが一目で分かるもので

ある。ポリシーの明示に比べ、こうした履修系統図の導入はそれほど広がってお

らず、先進的な取組と言えるだろうvi。 

 

３．履修単位の上限設定とシラバスの改善 

 この他に、前出の教学改革案の具体化が進んでいる例として、履修単位の上限

設定（CAP 制）が挙げられる。CAP 制は、学生が一度に履修する授業科目数を

抑え、学習への集中的な注力を促すと共に、授業時間外に学習する時間を確保す

る役割も果たすものとして、1999 年の大学設置基準改正をきっかけに、現在で

は設置基準 27条の 2に努力義務が規定されているvii。仙台白百合女子大学では、

2013 年に年間 50 もしくは 60 単位（学科で異なる）の設定で試行的に導入し、

2014 年度からは基本 50 単位、学生から学習計画書の提出があった場合には 64

単位まで認めるという形で CAP 制が採用されている。 

 もうひとつ 2014年度から改善される点は、授業概要とシラバスの分離である。

我が国では両者を兼用することが多いため、ある時には授業概要の冊子が持ち運

び困難なほど厚くなってしまい、そうでなければ記述量が制限されるためシラバ

スが授業計画としての用をなさなくなってしまう、などの問題が指摘されている

viii。本事例においても、同様の懸念が認められており、今後シラバスは A4用紙

2 枚程度のものを履修者のみに配布することにし、そこには「授業の受け方・勉

強の仕方」や「受講にあたってのルール」を記載する様式に変更することとなっ

ている。 

 このような小道具の取り入れは、無論一筋縄でいくわけではない。CAP 制の
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導入には、資格取得を目標とする学科が難色を示すことは想像に難くないし、シ

ラバスの充実にも、すべての教員が唯々諾々と従うとは考えづらい。仙台白百合

女子大学では、学科会議で提出される様々な意見に対し、教務委員会を中心に検

討・改案、再び学科会で合意形成を図るという手続きを踏むことで、改革を形に

してきている。 

 

４．取組の限界と課題 

 教育改革という現状打破には、何らかの形でリーダーシップが必要であり、そ

れが学長であるか否かにかかわらず、リーダーの出現には偶然性がつきまとう。

本事例の白川教授も、自身に大学基準協会の評価委員や学会理事の経験などがあ

り、他の一般教員よりも危機感を強く感じていたと自認している。教育方針の明

示から一歩踏み込んだカリキュラムマップが、現状では白川教授の所属する心理

福祉学科にしかないことは、全学において、危機感が必ずしも同じ程度には共有

されていないことの証左とみることもできる。 

 そうした危機感や問題意識を教育機関の中で共有する方法には、ふたつの可能

性が考えられる。ひとつは、教員を対象に次のリーダー候補を育てていくことで

ある。全学委員会に出てくる（若手）教員に、責任ある立場で大学全体の問題に

取り組ませることが、問題意識を共有する者の増加と共に、将来的な改革の担い

手がうまれることにもつながる。 

 もうひとつは、職員を巻き込むことである。教員が自身の研究や専門分野の利

害から物事を考えがちであるのに対し、職員は大学全体を見渡すことができる立

場にある。ただし、すべての職員の関心が、日々の業務を超えた所にある「改革」

にまで及んでいるとは限らない。中心となる職員の存在と、SDの組織的な展開

が求められるだろう。 

 仙台白百合女子大学においても、上記 2 点は意識されているようである。特に

2013 年度からは、教員が事務局長を務めるようになったため、教員組織と事務

組織の橋渡しになることが期待されるとのことであった。 

 

                                                
i 中央教育審議会（2012）「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」や同

審議会大学分科会（2014）「大学のガバナンス改革の推進について」（審議まとめ）など。 
ii 串本剛（2014）「教育改革の進捗度に対する学長の自己評価：設置形態による規定要因

の相違」関西国際大学『教育総合研究叢書』第 7 号、pp. 43-55 やそこで使用されている

学長調査「学士課程教育のマネジメントと初年次教育に関する調査」（2013 年 1 月実施）

の結果からの知見。 
iii http://sendai-shirayuri.ac.jp/guide/pdf/organization.pdf 
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iv http://sendai-shirayuri.ac.jp/faculty/index.html 
v http://sendai-shirayuri.ac.jp/news/pdf/shinri130402.pdf 
vi文部科学省（2012）「資料 3-3 学士課程の現状と課題に関するアンケート調査結果」

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/siryo/1323904.htm 
vii 年間上限単位数の分布や平均、その規定要因に関しては、串本剛（2014）「学士課程

の基本構造：卒業要件と履修単位の登録上限」広島大学高等教育研究開発センター編『大

学教育改革の実態の把握及び分析に関する調査研究：事業成果報告書』（文部科学省『先

導的大学改革推進委託事業』、 平成 25 年度）pp.57-65 で論じている。 
viii 例えば夏目達也ほか（2010）『大学教員準備講座』玉川大学出版部。 
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ボトムアップ型教学マネジメントを通じた 

大学ブランディングの転換 

─プール学院大学の事例─ 

 

山田礼子（同志社大学） 

吉田武大（関西国際大学）  

 

１．プール学院大学・短期大学の歴史  

プール学院大学・短期大学は、大学で国際文化学部の 1 学部 4 学科に 575

名（2013 年 5 月時点）の学生が、短期大学で 2 学科に 292 名（2013 年 5 月

時点）の学生が、それぞれ在籍するキリスト教系の高等教育機関である。学

院自体は、明治 12 年に英国聖公会から派遣されたミス・オクスラドにより、

キリスト教の信仰と使命をもって設立され、130 年を超える歴史を有する。

女性が学校に行くという考え方が一般的ではなかった設立当初の時代状況の

なかで、女性に積極的に教育の機会を提供し、細やかな指導を行いながら卒

業生を社会に送り出すなど、女子教育に大きな貢献を果たしてきた。このよ

うに、プール学院大学ではきめ細かな指導を行うような伝統が連綿と受け継

がれている。学習方法のみならず、学生生活全般にわたって気軽に相談でき

るチューター制度もこうした伝統のもと、大学開学前の短期大学時代から既

に実施されていた。  

学生への指導が充実している背景にはどのような仕組みが設けられている

のか、西尾宣明副学長と楠原博次事務局長にお話をうかがった。  

 

２．教学部門の組織体制  

まず、2013 年度の主な管理運営組織については以下の図のようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 主要管理運営組織図 
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次に、教学部門の組織体制については、学長の下に教務担当の副学長が置

かれ、大学および短期大学それぞれに教務委員会が設置されている。後で取

り上げるカリキュラムポリシー（以下、CP）やディプロマポリシー（以下、

DP）については、大学と短期大学の合同で教務委員会を開き、検討および情

報共有を行った上で、教授会に上げて正式に決定している。  

意志決定について、カリキュラム改正など小規模な変更の場合は、各学科

で教育内容や授業のあり方、学生問題などについて意見を出し合ってもらい、

そこからボトムアップ形式で教務委員会に上げ、最終的に教授会で決定され

るようになっている。小規模大学だからこそ小回りが効き、ボトムアップ形

式が機能しているといえよう。大規模な変更については、学長が発案し、学

長、副学長 2 人（教務担当、学生支援担当各 1 人）、事務局長、学長補佐（事

務職）から構成される執行部で方針が決定され、最終的には教授会で決定さ

れる。なお、学部設置や基準などのような経営面に大きく関わる重要事項の

場合、最終的には理事会の承認をもって決定となる。  

教学部門に関する各組織長の任期については、学長は 4 年で再任可能とな

っている。このほか、副学長、学科長、教務部長の任期は原則 2 年で再任可

能、事務局長は任期無しとなっており、いずれも学長による任命制となって

いる。 

 

３．教育の特色 

プール学院大学・短期大学の学生指導が充実していることは冒頭で簡潔に

紹介したが、もう少し具体的な側面はどのようになっているのだろうか。こ

の点を西尾副学長にうかがってみた。従来、同大学・短期大学には、学習指

導のみを行う学習支援センターが設けられていたという。その後、学習指導

に加えて、発達障害を抱えた学生や初年次教育の「基礎ゼミ」についていけ

ない学生等を、「基礎ゼミ」担当教員やチューターと連携しながら指導する学

生支援センターへと発展的に改組した。学生支援センターには発達障害専門

の教員が勤務しており、「基礎ゼミ」担当教員やチューターから報告の上がっ

た学生について、学生支援センターの教員が面談の上、同センターでの指導

が必要か、それとも「基礎ゼミ」で継続指導扱いとするかが決定される。同

センターでの指導が必要と判断された場合、該当学生に個別指導が行われる

が、そうした指導が単位化されるような仕組みも整えられているとのことで

ある。このように同センターは、きめ細かな指導・支援を実施しつつ、学生

のさまざまな相談にも応じながら修学を支援しているのである。むろん、各

学科で受け入れた学生を細やかに指導しながら卒業させていく仕組みが前提



 
71 

となっていることはいうまでもない。 

また、プール学院大学・短期大学では、それぞれの専門分野で先端的な研

究に取り組んできた教員がボトムアップ形式で特色ある教育を実施してきた

という。その代表例が堺市を主なフィールドとしたサービスラーニングであ

り、国内の大学のなかでも先駆的に実施されてきた。  

こうした学外での実践という蓄積を生かし、現在では、堺市など多くの市

や教育委員会と連携協力協定を締結したり、ANA や堺経営者協会等の企業と

連携するなどして、多様な活動を展開している。このうち、堺経営者協会と

の連携では、地場産業と連携協力し、インターンシップなどが実施されてい

る。例えば、堺市の老舗線香店である奥野清明堂の協力を得ながら、学生が

地元の伝統産業の活性化を目指し、オリジナル線香の企画・生産・販売に取

り組んだ活動が挙げられる。学生は線香の地味なイメージを払拭すべく、四

季の花をテーマに桜草・ハイビスカス・金木犀・撫子の 4 つの香りを企画・

開発し、それを地域の祭りや商業施設などで販売していった。販売を通じて、

地域住民から賞賛の言葉をもらうことで、より深い学びが達成されたようだ。

また、泉ヶ丘駅前地域を活性化すべく、堺市とプール学院大学・短期大学が

連携してアゴラというスペースを活用する取り組みもなされている。茶道経

験やカフェ経営、語学教室など、学生が企画・運営をして、地域住民との積

極的な交流を展開している。このほか、堺市教育委員会との連携では、発達

障害に関する人的交流などが活発になっているという。ANA との連携におい

ては、インターンシップなどさまざまなプログラムが展開されている。こう

したプログラムに参加した学生のなかには、ANA に就職したものもいるとい

う。とはいえ、プール学院大学・短期大学ではさらなる活動の展開を見据え

ている。西尾副学長によれば、国内外問わず、現場で学ぶ機会を拡充させて

いきたいとのことであった。なかでも、堺市など地域との関わりをさらに深

めていくことでサービスラーニングを強化していきたいとのことであった。  

プール学院大学が重視するステークホルダーは地域の企業や教育委員会だ

けではもちろんない。保護者とも緊密な連携協力体制を構築している。例え

ば、チューターと呼ばれる教員が保護者とも密接に連携しながら、学生の学

業や生活に関する動向について情報共有を図ったり、必要に応じて指導等を

行っている。 

 

４．教育改善の実際  

プール学院大学・短期大学において、教育の改善や質保証に向けた取り組

みはどのように進められているのだろうか。ここでは、アドミッションポリ
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シー（以下、AP）や DP、CP を取り上げ、その実際についてみていこう。

AP については、各学科と入試委員会で発案し、執行部を通して最終的に教

授会で決定されている。CP と DP については、各学科と教務委員会でボト

ムアップ形式で発案し、執行部を通して最終的に教授会で決定される仕組み

となっている。 

全学・学部・学科レベルの各 AP、CP、DP の関係性はどのようになって

いるのだろうか。この点について、認証評価では、学科レベルで AP、CP、

DP を作成しているかどうかが問われるのが現状である（つまり、学部レベ

ルの AP、CP、DP を作成していないからといって、認証評価で「×」がつ

くことはない。）。このような影響もあり、AP、CP、DP については、全学・

学部レベルのものは作成されておらず、学科レベルのもののみが作成されて

いる。なお、プール学院大学・短期大学も含めた学園全体の建学の理念は作

成されている。  

この他の教育改善や質保証に関する現状はどのようになっているのだろう

か。 

まず、共通教育の組織についてである。プール学院大学・短期大学におい

ては、共通教育のみを担当・実施する組織は設けられていない。各学科所属

の教員が専門教育を担当するだけではなく、共通教育も担当する仕組みにな

っている。なお、近年では、大学・短期大学共通の方針として、教養・共通

教育というよりはむしろ、実学的な教育が重視されるようになっているとの

ことであった。 

次に、教育活動の継続性についてである。従来は、各種の教育活動が学科・

部局別に行われていた。そのため、他の学科や部局がどのような教育活動を

行っているのかなどといった、情報共有が十分にはできていなかったという。

しかし、2012 年に地域・国際センターを設置し、情報を一元的に集約するこ

とで各学科・部局が全学の教育活動を共有できるような体制が整えられた。

このことによって、各種教育活動の継続性のより一層の促進が期待されてい

るようである。 

そして単位制度の実質化をめぐって、現在実施されているのはキャップ制

や授業 15 週であり、授業時間外学修の時間確保などを徹底するには至って

いないとのことであった。ただ、レポートなどの宿題を出す授業が増えつつ

あること、同一科目を複数教員が担当する場合には、採点基準をそろえるな

どの工夫がなされていること等、単位制度の趣旨を踏まえた取り組みが着実

に積み重ねられている。 

教育改善のための外部資金の獲得についてである。この点については、執
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行部で協議した上で、外部資金を獲得しようとしているが難しい場合がある

のが現状のようである。小規模大学・短期大学であるがゆえに、とりわけ外

部資金を獲得するための申請書作成においては、特定の教職員に負荷がかか

る傾向があるとのことであった。  

 

５．教育の現状に対する評価  

プール学院大学・短期大学では創設以来、充実した指導体制を構築し、き

め細やかな指導・支援を行ってきた。近年では、学生支援センターによるサ

ポートやインターンシップ等がその代表例といえよう。これらの取り組みに

対する成果として、西尾副学長によれば、本来であれば退学など進路変更を

するような学生が同大学・短期大学に残って学業を継続し、卒業していって

いるとのことである。まさにきめ細やかな指導・支援が学生の学業に対して

ダイレクトに好影響を与えているといえよう。  

 

６．課題の発見と改革への道筋  

以上のような成果を上げている一方で、課題がないわけではない。近年、

多くの大学で実施されている自己点検・評価制度について、プール学院大学・

短期大学でも実施しているが、自ら評価した結果を改善へと実際につなげる

ようなシステムをいかに構築していくかが重要だという。また、学修成果を

どう適切に評価していくかについて、GPA 制度やキャップ制度は整備してき

ているものの、それを一貫した評価体制の下に位置づけるためにも、学修成

果に関するアセスメントの方針を策定していくことが必要とのことであった。 

プール学院大学の教育の特色ともいえるきめの細かい学生一人一人への指

導、学生支援センターによるサポートやサービスラーニングは、ミッション・

スクールとしての歴史やミッションを反映していると見受けられる。一方、

1996 年に伝統のある女子短期大学から男女共学による 4 年制大学へと改組

転換をし、当初はリベラル・アーツ型の大学として発足したが、2014 年から

教育学部を設置するなど教員養成を中心とした実学志向へと転換しているこ

とが示しているように、リベラル・アーツ型大学のアイデンティティの確立

といった課題を反映している改革の道筋ともいえるかもしれない。プール学

院大学が強化してきた近年の教育改善の試みは、リベラル・アーツ型大学の

抱えている課題の発見と今後の進む道への事例を提示しているともいえるの

ではないだろうか。  
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米国における学習成果重視のマネジメント改革 

─優良事例顕彰を手がかりに─ 

 

森 利枝（大学評価・学位授与機構） 

 

１．はじめに 

 米国の高等教育機関の質を保証するメカニズムとして半世紀以上にわたって機

能してきたアクレディテーション制度は、高等教育に関する中央集権的な統制の

構造を持たないことになっている環境下で、大学が「説明責任を果たすためのさ

まざまな取り組みの中で最も歴史の長い」1営みであり、「高等教育機関の提供す

る教育が最低基準を満たしているかを、社会に対して保証する機能」2を有してい

る。 

 この仕組みは、高等教育機関が自己点検を行い、その自己点検の結果に基づき

つつ高等教育機関が相互に外部評価を行うというもので、高等教育の質の保証と

いう問題を、政府による統制をもたらすよりもむしろ社会の側に自発的にシステ

ムを作ることによって解決しようとするもので3、たとえばオーランズのようにす

ぐれて米国的な発想に基づく仕組みであると評する向きもある4。この仕組みの運

営に当たっているのがアクレディテーション団体である。しかしこの質保証の仕

組みについては、各種ステイクホルダーの間で「常にそのあり方が議論され」5て

おり、かつその議論の中心は、アクレディテーションは学生の学習成果を中心と

した高等教育機関の成果に、しかるべき関心を払っていないのではないかという

点に集約されるといってよい。このように、インプット重視、アウトカム軽視と

批判されてきた米国のアクレディテーションについて、たとえばトロウはアクレ

ディテーションに代表される米国の外部評価を「かなりの程度において…高等教

育の改善とは無関係である」6と断言している。またボーエンは高等教育の規模の

拡大につれて、アクレディテーションは「近い将来【今のような】インプット重

視ではなくアウトカムを問うようなものに変容する必要がある」7と述べている。 

 このような批判の中、米国のアクレディテーション団体の連合体である高等教

育アクレディテーション協議会（Council for Higher Education Accreditation: 

CHEA）が、2006 年から、学生の学習成果を重視した各高等教育による学内の実

践の優良事例（Good Practice）を顕彰する事業を展開している。本稿では、この

事業を概観し、米国において近年、学習成果の担保と伸張という目的のためにど

のような実践が重視されているのか、検討の材料を提供することを目的とする。 
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２．CHEA 優良事例顕彰創設の背景 

 CHEA が、各高等教育による質保証にかかわる上の実践のうち、学生の学習成

果に関する優良事例の顕彰を開始することを発表したのは 2005年 12月のことで

あった。この賞は「学生の学習成果に関わる先進実践校顕彰」（CHEA Award for 

Institutional Progress in Student Learning Outcomes）として創設され、その

後 2009 年に「学生の学習成果に関わる優良実践校顕彰」（CHEA Award for 

Outstanding Institutional Practice in Student Learning Outcomes）と改称さ

れた。1996 年に、前身である中等後教育アクレディテーション評議会

（Commission on Postsecondary Accreditation: COPA, 1975 年創設）の組織を

一新する形で創設されて以来、CHEA はあくまでも、各高等教育機関を直接に評

価するアクレディテーション団体からなる連合体であり、個別高等教育機関を会

員として擁しながらも、その会員資格はあくまでも各アクレディテーション団体

から会員として参入を認められていること、すなわち適格認定を受けていること

であって、CHEA として個別高等教育機関を直接に評価することはきわめて異例

のことであるといってよいだろう。 

 2005 年当時、しかし、CHEA にはこのような賞を独自に創設する充分な理由

があった。ジョージ・Ｗ・ブッシュ政権下での、高等教育機関による説明責任と

透明性を高めようという政策議論がそれである。このとき、連邦教育省長官のも

とに「高等教育将来検討委員会」が組織され、それまで主に高等教育の質保証の

機能を担ってきたアクレディテーションを、より明瞭で学習成果を重視したもの

に作り替えようという議論が連邦政府内でなされた8。この議論においては、従来

のアクレディテーション団体や、その連合体である CHEA の意見も聴取されたが、

その機会に CHEA のイートン会長は、「専門アクレディテーション団体の 85 パ

ーセントが、学習成果に基づく基準を有している」ことを言明し、またアクレデ

ィテーションが扱う主要な問題であると CHEA が認識している項目として、説明

責任や遠隔教育、情報公開、ディグリー・ミルおよびアクレディテーション・ミ

ルなどと並んで学生の学習成果の問題を挙げている9。 

 CHEA が、「学生の学習成果に関わる先進実践校顕彰」の創設を発表したのは、

先述の通り 2005 年 12 月のことで、イートン会長による、教育省長官に対するこ

の証言に先立つこと数ヶ月の時期であった。このころ高等教育将来検討委員会が

連邦教育省長官への答申のための議論の中で、CHEA に取って代わりかつ学習成

果を重視した連邦主宰の第三者評価機関の新設を議論していたことを併せ考えれ

ば、この顕彰事業が高等教育将来検討委員会の動きを牽制したものとして生まれ

たことは想像に難くない。しかし創設後約 10 年間、前述の連邦主宰による第三

者評価機関の創設が実現しないことが明らかになったあとも毎年行われているこ
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の顕彰事業からは、学生の学習成果の保証と伸張のために、米国の高等教育機関

ではどのような実践が求められているのか、浮き上がらせることができるように

思われる。 

 

３．CHEA 優良事例顕彰創設の実践 

 すでに述べたように、CHEA は 2005 年 12 月に「学生の学習成果に関わる先

進実践機関顕彰」事業の創設を発表し、2006 年に初めての顕彰を行った。その後

2009 年の「学生の学習成果に関わる優良実践機関顕彰」への改称を経て、2013

年までに 29 校が受賞している。顕彰の目的は、学生の学習成果に関わる情報を

収集し、教育の改善に役立てているような機関の努力を顕彰し社会に周知するこ

ととされているが、その背景には前節に述べたような政治的な意図が透けて見え

る。2009 年の改称は、学習成果を重視する高等教育機関は必ずしも少数による特

異な例ではなく、より一般的な実践であるという印象を与えることが念頭にあっ

たことが推測される。ともあれ、この顕彰は CHEA の会員校である機関の自薦に

もとづくもので、CHEA の中にはこの顕彰を行うための選考委員会が置かれてい

る。選考委員会の選考基準は大きく分けて 4 項目ある。 

 

 機関、課程ないし専攻において期待されている学習成果が明確に述べられ

ている。 

 学習成果の達成に関する証拠が提示されている。 

 学習成果に関する期待と証拠が社会に公表されている。 

 学習成果を機関の改善に活用しており、学習成果が機関、課程ないし専攻

に貢献している証拠がある。 

 

さらに選考の観点として、以下の 5 点が示されている。 

 

 学習成果は機関の文化に根付いているか。 

 学習成果を把握する方法として最新の技術が利用されているか。 

 教員による参画と強力な支援を受けているか。 

 機関の幹部が学習成果の重要性を理解し、支援を行っているか。 

 学習成果を担保するための方策として、他の機関でも応用可能な方策が採

られているか。 

 これらの基準と観点に基づいて、2006 年から 2013 年までの 8 年間に、この

CHEA の学習成果に関する顕彰プログラムに申請して賞を受けた 29 校（機関単

位の場合と部局やプログラム単位の場合がある）を表 1 に示す。 
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表 1 CHEA学習成果顕彰受賞状況 

年 機関 部局／プログラム 所在地 
設置 

形態 
受賞理由 

2006 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

The 

Community 

College of 

Baltimore 

County 

High-Impact 

Course-Level 

Learning 

Outcomes 

Assessment 

Projects 

メリー

ランド 

公立 

二年 

科目ごとの総合的かつ計

測可能な学習成果評価計

画の樹立。データ収集－

成果の評価－評価結果の

フィードバック－改革後

の再評価という循環の形

成。教員と学生の共同参

画による。 

Indiana 

University-Pur

due University 

Indianapolis  

Implementing 

the Principles of 

Undergraduate 

Learning at 

IUPUI 

インデ

ィアナ 

州立 

四年 

一般教育にかかわる共通

的カリキュラムの提供。

共通的カリキュラムにお

ける学生の学習成果およ

び学習状況の改善の e ポ

ートフォリオでの管理

と、専攻分野での活用。 

James Madison 

University 
 

ヴァー

ジニア 

州立 

四年 

一般教育に関する長年に

わたる学習成果の評価活

動。ポートフォリオ、作

文評価、情報リテラシー

テスト、学習前テスト、

学習後テストを通じたデ

ータの収集と、証拠に基

づく学習成果の提示およ

び社会への公表。 

Southern 

Illinois 

University 

Edwardsville 

Department of 

Psychology 

イリノ

イ 

州立 

四年 

一般教養に加え、4 年次

キャップストーン科目を

課すことによる学士課程

の学習要件の設定。教員

の開発による学士課程の

学習目標の設定。これら

に基づくプログラム評価

からカリキュラム改革、

授業改善、学習改善、修

学期間の短縮などへの活

用。評価フォーマットの

公開。 

2007 

 

 

 

 

 

Bowling Green 

State 

University  

Student Success 

Initiatives and 

Student 

Achievement 

Assessment 

Committee 

オハイ

オ 

州立

四年 

全学的な学士課程教育の

要点である「探求」、「創

造的問題解決」、「決定に

おける価値判断」、「文章

表現」、「口頭発表」、「リ

ーダーシップ」の設定と

学部ごとの重み付け。学

習成果に関する学外指標

の活用とその結果の公

表。 
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Mesa 

Community 

College  

Student 

Outcomes 

Assessment 

Program 

アリゾ

ナ 

州＋

公立 

二年 

卒業時に必要な「人文

学」、「文化的多様性」、「情

報リテラシー」、「数量的

思考力」、「口頭コミュニ

ケーション」、「問題解決

／批判的思考」、「科学的

探求」、「文章コミュニケ

ーション」、「職業的技術」

の分野横断的な学習成果

を教員が定義し、教員が

開発した試験のどの手法

で評価、結果のデータを

経年的に収集して社会に

公表している。 

Oral Roberts 

University 

University-wide 

ePortfolio and 

Infrastructure for 

a Culture of 

Evidence 

オクラ

ホマ 

私立 

四年 

大学の使命に記された

「精神的健全性」、「知的

敏活性」、「身体的鍛錬」、

「社会的成熟」、「職業的

能力」における学習成果

を、一般教養及び専門科

目に関し教員が評価し、

その結果を e ポートフォ

リオに記録。 

Rose-Hulman 

Institute of 

Technology  

The RosE 

Portfolio System 

and 

Institute-Level 

Student 

Learning 

Outcomes 

Assessment 

Project 

インデ

ィアナ 

私立 

四年 

工学系の単科大学で全学

的に定義された「倫理」、

「時事」、「国際」、「文化」、

「チームワーク」、「コミ

ュニケーション能力」、

「問題解決能力」、「デー

タ解釈」、「実験」、「設計」

10の領域学習成果に関す

る評価の推進と記録。学

生の提出物はすべて e ポ

ートフォリオに蓄積。こ

のほかに卒業生満足度調

査や卒業率、就職率など

のデータに基づく定期的

なカリキュラムの見直

し。 

University of 

Saint Mary 

Department of 

Education 

カンザ

ス 

私立 

四年 

教育学研究科の修士プロ

グラムにおける、学習成

果の評価をもとにした授

業の目的・授業内容・宿

題・課程効率性などのレ

ビューの実施。学生の成

績の追跡と、集計データ

の社会への公表も行って

いる。 
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2008 

 

 

 

Hocking 

College  

Academic Affairs 

Department 

オハイ

オ 

州立 

二年 

学習成果主体のカリキュ

ラム開発の推進。学生の

学習成果に基づく毎年の

プログラム評価を通じた

授業改善とカリキュラム

改善の実施。 

Kennesaw 

State 

University 

Center for 

Excellence in 

Teaching and 

Learning 

ジョー

ジア 

州立 

四年 

一般教育と専門教育にお

ける「学習成果保証推進」

プログラムの運営。総合

的なプログラム評価や専

門部局によるFDの推進、

質向上計画の策定、世界

市民の養成のほか、学習

成果に関する実態と改善

状況のデータの公表。 

Seaton Hall 

University 

Stillman School 

of Business 

ニュー

ジャー

ジー 

私立 

四年 

学士課程における専門進

級前評価、2年・3年次追

跡評価、卒業時評価の 3

種類の学習成果の評価の

実施。経営実務者を評価

者として迎えた学生のプ

レゼンを含む。 

2009 

Delaware 

Technical & 

Community 

College* 

Planning and 

Assessment 

Program 

デラウ

ェア 

州立 

二年 

学習成果の改善の方法を

さぐるための包括的な対

策としての機関レベルで

の効率構造化の実施。結

果はカリキュラム改革、

授業改善、学生へのサー

ビス向上に反映。 

 

Northern 

Arizona 

University, 

 

Office of 

Academic 

Assessment 

 

アリゾ

ナ 

 

州立 

四年 

全学レベルでの学習成果

の重視と、そのためのデ

ータ蓄積、追跡。データ

に基づく大学としての戦

力計画の改定。授業、課

程、全学レベルでの学習

成果の評価の実施とデー

タの活用の全学的推進。 

2010 

 

 

 

 

 

Capella 

University 
 

ミネソ

タ 

私立 

(営利 ) 

四年 

学外の学習成果情報公開

プログラムの利用と、学

内の教員の開発による成

人学生のニーズに見合っ

た、学生の学習成果に関

する情報公開の推進。過

去 10 年間における学習

成果に基づくカリキュラ

ム開発の実践と成果の公

表。 
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Portland State 

University 
 

オレゴ

ン 

州立 

四年 

優等学生プログラムを通

じた、全学的な学習成果

の評価の融合。全学部の

教員の共同参加による学

生の課題の評価、発見の

共有とデータの活用の機

会として機能。 

Saint Olaf 

College 
 

ミネソ

タ 

私立 

四年 

教員の強いリーダーシッ

プ、職員の参画と支援、

他機関との協力、評価指

標の開発と分析への学生

の参画。学習成果に関す

るデータのFDへの活用、

データ収集の方策の開発

など。 

University of 

Arkansas at 

Fort Smith 

College of 

Education 

アーカ

ンソー 

州立 

四年 

教育学部におけるプログ

ラム評価の実施。ステイ

クホルダーの参加する委

員会での評価データ分析

と証拠に基づく改善点の

模索など、先進的な実践。 

2011 

 

 

 

 

 

 

Defense 

Language 

Institute 

Foreign 

Language 

Center  

 

カリフ

ォルニ

ア 

連邦

立 

二年 

国防省の教育施設におけ

る、外国語の能力に基づ

く卒業要件の決定。学生

の達成の改善を視野に入

れた学習状況のモニタリ

ング。 

James Madison 

University 

Social Work 

Program 

ヴァー

ジニア 

州立 

四年 

プログラム評価の実施と

記録。学生の学習成果の

達成を測るための多様な

指標の採用。 

Miami-Dade 

College  
 

フロリ

ダ 

州＋ 

公立 

四年 

カリキュラム・マッピン

グと科目の構成。学生、

教職員、社会への継続的

なフィードバックのルー

トの確立。 

Southern 

Illinois 

University 

Edwardsville 

School of 

Pharmacy 

イリノ

イ 

州立 

四年 

薬学分野での獲得すべき

能力の明示と達成目標の

設定。急速・急激な発展

を遂げる薬学界において

薬剤師として拡大するニ

ーズに対応できる能力の

養成。 
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2012 

 

 

 

 

 

 

 

 

Georgia 

Institute of 

Technology 

 
ジョー

ジア 

州立 

四年 

学士課程のほぼすべての

専攻での、外国語の獲得

に基づく国際的知識・経

験を通じた国際化の推

進。語学と国際関係の授

業と国際経験を融合さ

せ、専攻の内容と関連さ

せるところが独創的。卒

業後の国際的な活躍を目

指す。さらに経年的な学

生調査に基づいた国際的

能力の評価手法の開発。 

Rio Salado 

College  
 

アリゾ

ナ 

州＋

公立 

二年 

PDCA サイクルに基づく

効率的・総合的な学生評

価・アクレディテーショ

ン、説明責任の実現。

PDCA サイクルに基づく

学習成果の評価。学外の

評価指標との組みあわせ

で、学習成果の評価結果

を共有化・活用。 

University of 

California- 

Merced 

 

カリフ

ォルニ

ア 

州立 

四年 

学士課程共通の評価指標

の開発。学士課程及び大

学院の学生それぞれの、

独自の学生参加型のプロ

グラム評価。 

2013 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Drake 

University  

Environmental 

Science and 

Policy Program 

アイオ

ワ 

私立 

四年 

データ指向の学内／学外

委員による評価に基づく

カリキュラム改革・革新

の実施と、新任教員のニ

ーズの把握とカリキュラ

ムの改革。データ収集の

対象は卒業生や地域コミ

ュニティを含む。 

Harold 

Washington 

College 

 
イリノ

イ 

州＋

公立 

二年 

教員主導の委員会体制に

よる全学規模の一般教育

に関する評価と、それに

基づく科目構成、先修条

件の設定、授業改善、FD、

全学の方針の決定、デー

タに基づく意思決定の支

援、学生中心の教授-学修

課程の議論の促進など。

一般教養以外の部門にも

影響を及ぼしている。 

Saint Luke's 

College 
 

アイオ

ワ 

私立 

二年 

医療関係の分野での学生

の学習成果の把握と活

用。学習成果のエビデン

スを明確に定義、学生に
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示した上で、教員が授業

の目的に照らしてそれら

エビデンスを把握。 

University of 

Wisconsin-La 

Crosse 

College of 

Business 

Administration 

ウィス

コンシ

ン 

州立 

四年 

組織・地域への貢献を重

視し、国際化社会で責任

ある市民となることを支

援する学士課程教育。従

来から学内組織に学習成

果保証実行委員会が組み

込まれており、参加、持

続可能性、ステイクホル

ダーの参画、構造化され

たコミュニケーションを

促進。その結果を科目間

調整や教職員研修、教育

法の改善と学習成果の向

上に還元。 

＊複数キャンパスからなるシステム

出典：Council for Higher Education Accreditation（2013）10をもとに筆者が作成 

 

この表に見られるとおり、過去 8 年間の CHEA の顕彰の対象は州立機関や実

質的な市立機関または非営利の私立機関のほか、連邦が設置した国防省の教育機

関や営利大学を含む多様な高等教育機関にわたり、また顕彰の対象も全学から学

内の一部の部局やプログラムまで多様である。そのなかで、優良事例と見なされ

たマネジメント改革の要点としてどのようなトレンドを見いだせるだろうか。 

 

４．おわりに：マネジメント改革のトレンド 

 過去 8 年間の CHEA の顕彰の対象となった実践は、米国の高等教育の特徴を

反映して、専門教育のみならず常に一般教育が重視されている。特に全学規模で

の実践例においては、一般教育の学習成果を問題にしている例が多く見られるの

はいわば当然のことであろう。また受賞理由としてデータの収集、蓄積、活用が

事業を通じて常に強調されているのは、すでに述べたようにこの顕彰事業自体が、

アクレディテーションは過度にインプットを重視しているという批判に対する一

種の反論であるためであるといえる。 

そのようななかで、ある種の変化が見られるのは学生と教員に対する考え方で

あろう。顕彰事業の初期の受賞理由を見ると、教員の、学生の学習成果を定義し

評価する役割が重視されているように見える。このことは 2006-7 年頃に e ポー

トフォリオを用いた学生の成績管理を行っている実践例がしばしば受賞対象にな

っていることからも推測される。ところがその後 2010 年頃を境に、学習成果の

評価で得られたデータを、学生だけではなく教員にもフィードバックして FD に
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活用するという実践が顕彰の対象となるケースが複数見られるようになっている。

また、一般に、ヨーロッパ各国の高等教育機関と比較すると米国では実践例が少

ないといわれているが、データに基づくマネジメント改革に学生が参画している

例が若干ではあるが見られることも興味深い（たとえば 2012年受賞のUniversity 

of California- Merced）。 

 この CHEA の顕彰事業は、既存のアクレディテーションに対する連邦政府から

の疑念にいわば対抗する形で開始され、約 10 年間にわたって継続している。高

等教育の質を保証するという数多くの実践の中で、この CHEA 主導の試みが高等

教育界にどのような影響を及ぼすことができるか、受賞機関での個別の事例をよ

り詳細に見ることと同時に、今後の展開状況を見ることが重要であろう。とりわ

けトロウが指摘するような、米国のアクレディテーションは「長所を喧伝し弱点

を隠す。成功を伝えるが失敗は伝えない」11という批判に応えるには、この事業

をもとにしてもさらにもう一段階、弱点を発見できるような別の自己評価の仕組

みを開発する必要があるといえるだろう。 

そのような「弱点を伝える」ような仕組みの開発の任を CHEA やアクレディテ

ーション団体が負うか否かはともかく、少なくともこの顕彰事業を通じてアクレ

ディテーションが高等教育機関に対して求めているように、アクレディテーショ

ンにおいても、これまでの顕彰事業を通じて得られた優良実践のデータを高等教

育界にフィードバックし、他の高等教育機関による活用に供することは意味のあ

ることだといえるだろう。本章で扱った顕彰事業の蓄積をいかに高等教育界全体

の改善につなげるか、さらに今後の事業の展開に注視する必要があろう。 
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